
改善工程表 施策１ 地域福祉の推進（所管局・区：健康福祉局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度

事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベー

ス】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策１

11,800 連携強化
地域福祉計画
連絡会議の開
催

地区社協代表
者会議への出
席

地区社協代表
者会議への出
席

22.5% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり

12,580
連携強化
情報発信の充実

地区社協代表
者会議への出
席

地域福祉計画
連絡会議の開
催

福祉コミュニ
ティ形成事業
の内容をまと
めた広報紙を
作成

6.6% 実施状況 予定どおり

15,160
連携強化
情報発信の充実

地区社協代表
者会議への出
席

地域福祉計画
連絡会議の開
催

福祉コミュニ
ティ形成事業
の内容をまと
めた広報紙を
作成

20.5% 実施状況

0

0.0% 実施状況 実施事項なし

0
施策を構成する事
業の把握・選定

バリアフリー
の取組に係る
全庁調査

0.0% 実施状況 遅れ

- ― ― ― ― ―

- 実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

25

今後、庁内におけるバリアフリーの
取組状況の調査を行う。

「対応方針作成により対応済み」

1-1

1-2

1-4

「市民福祉の集い開催費」

【Ｈ24指標・目標】
①来場者アンケート結果「満足」、
「まあ満足」と回答した人の割合：
70％
「満足」、「まあ満足」と回答／アン
ケート提出総数×100

「社会福祉功労者、福祉作文等入
賞者表彰費」

【Ｈ24指標・目標】
①福祉ポスター・福祉作文参加者
数：1,600人

「福祉コミュニティ形成事業」

【Ｈ24指標・目標】
１２地区で継続実施、３地区で新規
実施

成果指標と施策を構成する主な
事務事業を関連付けた分析をさ
れたい。

・指標1の「地域で住民が互いに支えあっていると感じる市民の割合」を高める
という目標達成のため、地域での支え合い、助け合いを目的として実施してい
る福祉コミュニティ形成事業の未実施地区への普及や既実施地区での事業Ｐ
Ｒに努めていく。
また、福祉ポスターや作文の募集、市民福祉の集いでの同ポスター等優秀
者及び社会福祉功労者の表彰、福祉のまちづくり講演会等は、福祉思想の普
及、啓発に有効であるため、一過性の取り組みとせず、今後とも、目標達成の
ため、継続して実施していくことが大切であると考える。

事業の実施に当
たっては、一人でも多
くの参加を促すことに
より、効果を高めてい
くことができるという
基本的な考え方に基
づき、この取り組みを
継続していくことで、
市民に福祉思想が普
及し、支えあいの大
切さが定着する。

23

庁内におけるバリア
フリーの取組状況を
把握し、今後、「施策
を構成する主な事務
事業」に設定すること
により、本市における
バリアフリーの推進
状況が分かりやすく
なる。

23

25

平成21年度にエレ
ベーターを設置以来、
設置実績なし

24

平成21年度にエレ
ベーターを設置以来、
設置実績なし

24

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

スケジュール（工程）

地域福祉の推進（所管局・区：健康福祉局）

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

25

1-4

福祉コミュニティ形成事業の実施主
体である地区社会福祉協議会の代
表者会議に出席し、連携を強化し
た。実施地区の増

実施地区の増

福祉コミュニティ形成事業につい
て、市は社会福祉協議会に事業
費を助成し、地区ごとに地域福祉
推進会議を設置することで事業を
実施しているが、その事業の実態
と成果を把握していない。民間部
門の社会福祉活動を有効に支援
し、市民に的確にサービスが提供
されることが重要であり、事業の
実態と成果の把握に努めるととも
に、成果につながる事業を実施さ
れたい。

福祉コミュニティづくりに向けて、
福祉分野以外の他分野との連携
についての分析・検討をされた
い。

実施地区の増

23

1-3

「社会福祉協議会運営助成金」

【Ｈ24指標・目標】
①社会福祉協議会活動内容の理
解促進
②公益法人への市派遣職員の引
き揚げ完了

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

・事業を実施した結果が市民にわかりやすいものとなるよう、平成２３年度の
「指標・目標」を次のとおり改める。
○社会福祉協議会運営助成金
（変更前）H24年度末の引き揚げに向け、「強化・発展計画」の着実な推進を促
す。
（変更後）H24年度末の引き揚げに向け、「強化・発展計画」の着実な推進を促
す。社会福祉協議会運営助成金の指標・目標について、「社会福祉協議会の
活動内容と成果を市民にわかりやすく発信するため、広報紙、ホームページ
等の内容を充実する」を追加する。
【参考H22】
実績：「従来の社協広報紙に加え、区版広報を発行」
評価：「民間のタウン紙の一面を利用したことにより、これまで社協広報紙を読
まなかった市民に対しても、社協の活動を理解してもらう機会となった。」

実施事項なし

1-7

「相模大野駅北口広場エレベー
ター設置事業」

【Ｈ24指標・目標】
設置に向けた関係機関協議

バリアフリーについて、指標の設
定がされていない。「取り組みの
方向」にも位置付けられているた
め、総合分析だけではなく、相模
大野駅北口広場エレベーター設
置事業以外に実施している事業
を「施策を構成する主な事務事
業」欄へ記載されたい。

・バリアフリーに係る取組みについては、現在、道路、公園、庁舎、学校等の
多くの市民が利用する公共施設などの整備や、福祉機器の情報提供・相談事
業などの障害者や高齢者の社会進出に向けた支援など、ハード・ソフト両面か
ら積極的に進めているところである。今後、各部局で取り組んでいるバリアフ
リーに係る事務事業の中から、成果状況を捉えやすい事務事業を抽出し、「施
策を構成する主な事務事業」として設定する。

「対応方針作成時に改善済み」24

「福祉コミュニティ形成事業」

【Ｈ24指標・目標】
１２地区で継続実施、３地区で新規
実施

25

24

・福祉コミュニティ形成事業の実施状況等は、市社会福祉協議会から随時報
告を受けているが、今後は、職員が地区社会福祉協議会の代表者の会議等
に出席し、実施状況や課題等について、直接意見交換等を行うことにより連携
を強化していきたい。
また、来年度は新たに各地区で取り組んでいる福祉コミュニティ形成事業の
内容をまとめた広報紙を作成する予定であり、他地区への情報発信や情報の
共有化を進め、先進事例の普及・発展につなげていきたい。

・福祉コミュニティ形成事業の実施については、実施母体である地域福祉推進
会議の構成員に、自治会や商店会、ＮＰＯ等の福祉分野以外の団体等が参
加することで、福祉分野以外の他分野との連携を図っている。今後も福祉分
野だけでは解決できない複合的な福祉課題に対応するため、地域の特性や
課題に応じ、自治会や商店会、ＮＰＯ等の福祉分野以外の分野からの参加を
促していきたい。 また、庁内の連携については、福祉コミュニティ形成事業を
含め、地域福祉計画に位置付けられた各部署が所管する事業の進捗、課題
等について、関係課長等で構成する地域福祉計画連絡会議において、連携を
行っている。

情報発信や他分野と
の連携を強化するこ
とで、 福祉コミュニ
ティ形成事業の必要
性や効果を多くの市
民に知ってもらい、多
様な担い手を確保
し、福祉コミュニティ
の構築を推進してい
く。

社会福祉協議会の
活動に対する理解を
促進することにより、
新たな人材の育成や
協力体制の構築に結
びつけ、取組の輪を
広げていく。社会福
祉協議会の活動を通
じて、希薄化しつつあ
る地域における横の
つながりを再生し、地
域住民が相互に支え
あう社会の実現を
図っていく。

23



改善工程表 施策５ 青少年の健全育成（所管局・区：健康福祉局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策５

①子ども・若者支援
協議会の設置に向け
て関係機関や庁内の
最終調整を進める。

①協議会の要
綱（案）等作成

①協議会の設
置に向けての
関係課長会議
の開催

①協議会設置
に向けての庁
内合意の最終
調整

①協議会構成
委員選出依頼
②青少年指導
員の委嘱準備

実施状況 遅れ 遅れ 予定どおり 予定どおり

①子ども・若者支援
協議会の設置を進め
る。

①協議会構成
委員選出依頼
②青少年指導
員の新任研修

①代表者会議
開催②青少年
指導員新任研
修

①実務者会議
開催

①実務者会議
及び講演会開
催

実施状況 予定どおり 予定どおり

実施状況

啓発作品の募集から
表彰まで。
社会環境健全化ポス
ターの掲示依頼

啓発作品募集 啓発作品審査 啓発作品表彰
入選作品展・
啓発作品の配
布

実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

啓発作品の募集から
表彰まで。
社会環境健全化ポス
ターの掲示依頼

啓発作品募集 啓発作品審査 啓発作品表彰
啓発作品の配
布

実施状況 予定どおり

実施状況

啓発作品の募集から
表彰まで。
社会環境健全化ポス
ターの掲示依頼

啓発作品募集 啓発作品審査 啓発作品表彰
入選作品展・
啓発作品の配
布

実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

啓発作品の募集から
表彰まで。
社会環境健全化ポス
ターの掲示依頼

啓発作品募集 啓発作品審査 啓発作品表彰
啓発作品の配
布

実施状況 予定どおり

実施状況

①子ども・若者支援
協議会の設置に向け
て関係機関や庁内の
最終調整を進める。

①協議会の要
綱（案）等作成

①協議会の設
置に向けての
関係課長会議
の開催

①協議会設置
に向けての庁
内合意の最終
調整

①協議会構成
委員選出依頼
②青少年指導
員の委嘱準備

実施状況 遅れ 遅れ 予定どおり 予定どおり

①子ども・若者支援
協議会の設置を進め
る。

①協議会構成
委員選出依頼
②青少年指導
員の新任研修

①代表者会議
開催②青少年
指導員新任研
修

①実務者会議
開催

①実務者会議
及び講演会開
催

実施状況 予定どおり 予定どおり

実施状況

①210（70％）
②29033
（101％）

24

25

①委員謝礼の見直し
による謝礼廃止による

減
②隔年の委嘱による新
任の青少年指導員の
制服・研修にかかる費

用

・相模原市青少年健全
育成協議会補助金
（減）

青少年の健全育
成の更なる充実
により事業効果を
高める。

23

地域の啓発事業
等に大学生や若
者の参加を促す
ことで今後の取り
組み等について、
意見を聴取してい
く。

①新規事業の実施に
よる増

②行事関係委託料の
減・青少年指導員の制
服及び研修費の減

5533
（92％）

青少年の健全育
成の更なる充実
により事業効果を
高める。

23

25

予定どおりに実施した。
地域で若者を取り込んでの事業実施は
難しい面があり、また、即成果の表れるも
のではないが、継続することで今後の事
業の充実に結び付けたい。

5-4
①子ども・若者育成支援推進
事業
②青少年活動支援事業

　施策のめざす姿と施策を
構成する主な事務事業が整
合していないため、整合を
図った事業を実施された
い。

・「青少年学習センター活動事業」において、現在設定している指
標・目標については、学習センター利用率が青少年の課外活動
への関心や意欲を示すものであるため、適正な指標と考える。
・「青少年指導員活動推進事業」において、現在設定している指
標・目標については、青少年の育成指導には青少年指導員の資
質向上が必要なことから、研修への参加者数を指標・目標とする
ことが適性であると考える。
・「青少年健全育成環境づくり事業」において、現在設定している
指標・目標については、作品募集への参加状況が青少年の意欲
や関心を示すものであるため、適正な指標と考える。
・「子ども・若者育成支援推進事業」の目標については、以下のと
おり変更する。
・「（仮称）相模原市子ども・若者支援協議会を設置し、教育、福
祉、保健、就労などの各分野との連携により、ひきこもりや不登
校などケースに応じた支援を行う。」

・相模原市青少年健全
育成協議会補助金
（減）

24
5-2

青少年健全育成環境づくり
事業

5-3
青少年健全育成環境づくり
事業

　施策のめざす姿と施策を
構成する主な事務事業が整
合していないため、整合を
図った事業を実施された
い。

・現在、施策を構成する主な事務事業として記載している「青少年
学習センター活動事業」「青少年指導員活動推進事業」「青少年
健全育成環境づくり事業」「子ども・若者育成支援事業」について
は、本施策で定められた３つの取り組みの方向、１ 青少年の健
全育成に向けた活動の促進、２ 青少年を取り巻く健全な環境づく
りの推進、３ 相談体制の充実 に則り、即効性のある事業ではな
いものの、着実に、めざす姿「青少年が健全に過ごしている」の実
現に寄与するものであり、整合が図られているものと考える。

青少年の健全育成のため、
地域の青少年健全育成協
議会を設置して事業を行っ
ているが、若者の意見を取
り入れた新しい取組を検討
されたい。

・青少年健全育成事業に、より多くの青少年が参加するために
は、若者の意見を取り入れることも必要であるため、その具体的
な手法等について検討していく。

①若干の計画より遅れたものの、ほぼ予
定通りに協議会の設置に向けて前進す
ることが出来た。②予定どおりに実施し
た。また、青少年指導員の委嘱替えが２
４年度に実施されることから、新任への研
修内容の検討などを指導員からのアン
ケート結果を参考に計画した

24

6028
（105％）

5533
（92％）

①300(新規）
②28806
（90％）

25

・啓発用横断幕の作成
委託（増）

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

①委員謝礼の見直し
による謝礼廃止による

減
②隔年の委嘱による新
任の青少年指導員の
制服・研修にかかる費

用の増

子ども・若者の支
援の充実（ひきこ
もり・不登校など
のケースの支援
及び発達段階に
応じた支援）が期
待できる。

①300(新規）
②28806
（90％）

①210（70％）
②29033
（101％）

①新規事業の実施に
よる増

②行事関係委託料の
減・青少年指導員の制
服及び研修費の減

スケジュール（工程）

23

24

予定どおりに実施した。
地域で若者を取り込んでの事業実施は
難しい面があり、また、即成果の表れるも
のではないが、継続することで今後の事
業の充実に結び付けたい。

施策の具体的な成果を上げ
るため、現在は街頭指導や
パトロールを実施している
が、教育との連携の視点か
ら、中学や高校、登校拒否
や家出などの現状を前段で
把握しておくことが具体的な
施策を行うための基礎とな
る。このため、青少年行政
の範囲内のみならず、教育
との連携を図った施策を実
施されたい。

・啓発用横断幕の作成
委託（増）

6028
（105％）

23

25

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

青少年の健全育成（所管局・区：健康福祉局）

5-1

①若干の計画より遅れたものの、ほぼ計
画通りに協議会の設置に向けて前進す
ることが出来た。②予定どおりに実施し
た。また、青少年指導員の委嘱替えが２
４年度に実施されることから、新任への研
修内容の検討などを指導員からの調査
結果を参考にしながら計画した

・街頭指導・パトロールを行っている青少年相談センター等の各
機関では、現在、学校との情報の交換・共有などの連携を行って
いる。
　また、今日の多様化、複雑化した青少年問題に対応するため、
教育、福祉、保健、就労などの各分野との連携を図ることを目的
に、今年度、（仮称）相模原市子ども・若者支援協議会を設置し、
更なる連携強化に取り組む。

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

①子ども・若者育成支援推進
事業
②青少年活動支援事業



改善工程表 施策６ 高齢者の社会参加の推進（所管局・区：健康福祉局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策６

21,973
・講師選考基準、交
流作品展・発表会、
学科の見直し

・講師選考基
準、交流作品
展・発表会、学
科の見直し

-30.3% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

21,693
・新作品展・発表会、
修了式の開催
・学科の見直し

・委員長懇談会

・学科の見直
し
・運営委員会

・講師選考
・新作品展・発
表会、修了式の
開催

-7.1% 実施状況 予定どおり

・市民協働化又は、
委託化の検討

実施状況

103,169

・補助金の見直し指
導
・中期計画策定指導

-6.4% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

98,990
・中期計画計画策定
指導
・経営改善指導

・策定検討委
員会

中期計画完成 経営改善指導

-4.1% 実施状況 予定どおり

・経営改善指導 経営改善指導

実施状況

431
・新事業の検討 ・ＰＴ報告書分

析
・デビュー講座 ・実践講座

・新事業の検
討

42.2% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

3,000
・新事業の実施
・講座等事業充実に
向けた取り組み

・デビュー講座
・実践講座

・講演会
・Ｗｅｂシステ
ム

・デビュー講座
・実践講座
・ＰＲ冊子

・新事業の評
価

474.7% 実施状況 予定どおり

・新事業評価結果に
基づく新たな取り組

みの検討

実施状況

27,000
・老人クラブの課題
整理

・総会、幹部
会、理事会、
部会等

-7.8% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

27,000
・市と老人クラブとの
検討会の開催

・市と老人クラ
ブとの検討会
の開催

0.0% 実施状況 実施事項なし

・老人クラブのあり方
検討

実施状況

・Ｗebシステム構築費
増
・著名講師による講演会
経費等　増
・ＰＲ冊子作成費　増

6-4

老人クラブ育成事業

【Ｈ２４指標・目標】
①登録クラブ数　２８８クラブ
②Ｈ２３．４．１　登録会員数
　　　　　　　　　　１７，５９５人

・老人クラブの会員数・クラブ数が減少してい
る中で、団塊の世代の地域活動に向けた
ニーズの把握や今後の老人クラブの育成の
方向性、考え方の整理などを行っていくべき
である。
・また、老人クラブは自治会に加入している
人が会員となっている割合が高いが、高齢
者が増加しても老人クラブの会員数は今後
も減少傾向にあると危惧される。今後は、引
越しなどにより新たに市民になった高齢者の
地域におけるコミュニティ意識の醸成方策等
について検討されたい。
・上記２つの点から、老人クラブ活動の効果
的な支援に向け、他のコミュニティ組織との
連携も含めて事業の見直しをされたい。
・施策を構成する主な事務事業について、市
民にわかりやすい指標・目標の設定がされ
ていない。資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標設定をされ
たい。
・部局内・部局間の縦割り行政から脱却し、
市民の立場に立った総合調整と組織の横断
的な連携強化に努められたい。

・団塊の世代をターゲットとした高齢者地域活動支援事業の充実を図る。
・平成２４年度から老人クラブの活性化や会員の拡大策について、市と、老人ク
ラブの両者で検討を行う。
・併せて、市は、老人クラブの育成の方向性、考え方の整理を行う。
・老人クラブでは、毎年２月、加入促進月間を設け、各戸訪問して勧誘活動を
行っているが、市と、老人クラブは、新たに市民となった高齢者もターゲットに
し、様々な広報媒体を活用して、老人クラブのＰＲ活動を行うなど更に活動を充
実する。また、新たに市民になった高齢者の地域におけるコミュニティ意識の
醸成についても取り組みを検討する。
・他のコミュニティ組織との連携も含めた事業の見直しを行い、老人クラブ活動
のより効果的な支援を行う。
・老人クラブ育成事業については、登録クラブ数、登録会員数の減少を阻止す
るすることを当面の目標とするため、現状の指標・目標とする。
・今後も連携分野として想定される経済部、生涯学習部等市民の立場に立った
総合調整と組織の横断的な連携強化に努める。

・クラブ数、会員数の微減傾
向については、今後も続くも
のと考えられるが、市と老人
クラブの両者で検討を行うこ
とにより、課題の共通認識に
基づいた改善策に取り組む
ことができる。
・老人クラブは地域密着型
の組織であるが、気軽に参
加しにくいといった声もある。
そのため、他のコミュニ
ティー組織、例えば、地区社
協が実施している「ふれあい
いきいきサロン」などとの連
携を行うことによって、入会
者を増やしクラブ数、会員数
を増やすことができる。

23

25

24

・常務理事、事務局長、担当職員と定期
的に経営改善についてのヒヤリングを
実施し、必要に応じて指導を行った。
・１月に「中期計画策定検討委員会」を
設置し、経営改善に向けた取り組みを
開始した。

・「中期計画策定検討委員会」は予
定通り進捗している。
・市は必要に応じて指導助言をして
いる。計画完成後は、計画に基づき
経営改善指導を行う予定である。

・平成２４年度に策定予
定の「シルバー人材セン
ター中期計画」に基づ
き、経営改善を進めるこ
とによって、補助金の適
正化が図られる。
・就業率８０％以上とす
る目標・指標を設定した
ことにより、ワークシェア
リングや受注に向けた
取り組みのさらなる促進
が見込まれる。また、会
員でありながら仕事の
紹介が得られない会員
の不満解消により、会
員の退会防止が図られ
る。

23
・補助金の見直しに伴
う減

24

シルバー人材センター支援事業

【Ｈ２４指標・目標】
①会員数　３，７００人
②受託件数　２４，０００件

・シルバー人材センター支援事業につ
いて、助成金を支出したことによる成
果が明確に把握されていない。また、
利益を目的としないが、自主・自立が
求められる団体であるため、独立採算
の観点から、事業費の財源確保を行
い、運営を行えるよう検討したうえで、
助成金の適正化に努められたい。
・施策を構成する主な事務事業につ
いて、市民にわかりやすい指標・目標
の設定がされていない。資源投入した
結果としての成果、社会的効果などの
観点から目標設定をされたい。
・部局内・部局間の縦割り行政から脱
却し、市民の立場に立った総合調整と
組織の横断的な連携強化に努められ
たい。

・昭和５４年度設立時と比較すると、会員数は５倍、契約金額は、１７倍に増え
ており、創立以来３２年間、安定した事業運営を行っていることは成果である。
　（平成２２年度は、会員数　3,585人、受託件数　23,605件、契約金額
1,040,883千円となっている。）
・平成２４年１月から、シルバー人材センターでは「中期計画策定検討委員会」
を設置し、経営改革を進める予定である。市は、センターの自主・自立の理念
のもと、経営改善を促し、事業費の財源確保に留意しつつ、補助金の適正化に
努めていく。
・シルバー人材センター支援事業については、会員数、受託件数のほか就業
率８０％以上とする指標・目標を追加する。
・今後も連携分野として想定される経済部、生涯学習部等市民の立場に立った
総合調整と組織の横断的な連携強化に努める。

市と老人クラブとの検討会について
は、第２四半期より実施する予定で
ある。

・補助金の見直しに伴
う減

・補助金の見直しに伴
う減

24

・学科の見直し４２学
科⇒３５学科等に伴う

減

高齢者大学運営事業

【Ｈ２４指標・目標】
①修了率９０％以上
②満足度８０％以上

・施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。
・部局内・部局間の縦割り行政か
ら脱却し、市民の立場に立った総
合調整と組織の横断的な連携強
化に努められたい。

・高齢者大学運営事業については、修了率のほか満足度８０％以上とする指
標・目標を追加する。
・今後も連携分野として想定される経済部、生涯学習部等市民の立場に立った
総合調整と組織の横断的な連携強化に努める。

6-3

高齢者の地域活動支援事業

【Ｈ２４指標・目標】
①地域デビュー講座受講者数　５０
人
②地域活動実践講座　４０人

・高齢者の地域活動支援について、退
職後、年金を受給できるまでの間は
働きたいという高齢者のニーズがある
が、地域貢献活動やシルバー人材セ
ンター等の就業の仕組みを見直し、今
後は、ニーズを把握した上で、高齢者
の活力と意欲を生かした新しい産業
振興を図る方向で取組を検討された
い。
・施策を構成する主な事務事業につ
いて、市民にわかりやすい指標・目標
の設定がされていない。資源投入した
結果としての成果、社会的効果などの
観点から目標設定をされたい。
・部局内・部局間の縦割り行政から脱
却し、市民の立場に立った総合調整と
組織の横断的な連携強化に努められ
たい。

・シルバー人材センターの就労を通じた生きがいづくり、仲間づくりの理念は今
後も堅持していく。
・退職後、年金を受給できるまでの間は働きたいとする高齢者のニーズに対応
した就労支援については、ハローワークや、市の経済部と連携し、各実施機関
の役割分担も含め、就業の仕組みについて検討していく。
・高齢者の地域活動支援事業については、受講者数を増加させることを当面の
目標とするため、現状の指標・目標とする。
・今後も連携分野として想定される経済部、生涯学習部等市民の立場に立った
総合調整と組織の横断的な連携強化に努める。

6-2

・理事会等で提起される事業並びに
課題について整理を行った。

・需用費等の見直しに
伴う減

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

高齢者の社会参加の推進（所管局・区：健康福祉局）

6-1

・満足度を指標・目標
に設定したことによっ
て、魅力ある高齢者
大学運営に向けた取
り組みを持続させるこ
とが可能となる。
・渉外学習部等で実
施している類似講座
の重複解消や情報の
共有化によって、受
講を希望する市民の
ニーズに適格に対応
できるようになり、重
複科目に係る予算の
削減にもつなげること
ができる。

25

23

24

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

スケジュール（工程）

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

・講師選考基準、交流作品展・発表
会、学科の見直しについて予定通り
実施できた。

・事業については予定どおり進捗し
ている。
・７月から予定どおり学科の見直し
に着手している。

・高齢者のニーズに対
応した就業の仕組みづ
くりを行うことで、高齢者
の活力と意欲を生した
新しい産業振興を図る
ことができる。
・高齢者の地域活動支
援事業については、市
民に関心をもっていただ
くため、著名な講師によ
る講演会の開催、様々
な地域活動を検索でき
るＷｅｂシステムの構
築、ＰＲ冊子の作成配付
などに取り組み、地域活
動実践者の増加を図
る。

・プロジェクトチーム（ＰＴ）報告書の
分析を通じて、新事業の検討を実施
した。

25

・新事業を開始している。適宜評価
を実施し、次回に反映させる。

23

25

・シニアのための実践
講座充実に伴う増



改善工程表 施策７ 高齢者を支える地域ケア体制の推進（所管局：健康福祉局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策７

695,393
戸別訪問事業の実施
地域ケアサポート医の配置
センター職員体制の強化

（サポート医の配置）
センター職員の増員

（サポート医の配置）
戸別訪問事業の実施
（サポート医の配置）

（サポート医の配置）

2.2% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

749,605
戸別訪問事業の実施
地域ケアサポート医の配置
職員体制の強化
センターの利便性向上

（サポート医の配置）
センター職員の増員

（サポート医の配置）
地区中心部への事務
室移転

戸別訪問事業の実施
（サポート医の配置）
地区中心部への事務
室移転

（サポート医の配置）

7.8% 実施状況 予定どおり

-
新たな評価制
度の導入

運営法人の公
募

- 実施状況

0

0.0% 実施状況

0
総合計画施策進行
管理シート（１次評
価）への反映

施策進行管理
シートへ記載

0.0% 実施状況 予定どおり

-

- 実施状況

0

0.0% 実施状況

0
総合計画施策進行
管理シート（１次評
価）への反映

施策進行管理
シートへ記載

0.0% 実施状況 予定どおり

-

- 実施状況

0

0.0% 実施状況

0
総合計画施策進行
管理シート（指標・目
標）への反映

施策進行管理
シートへ記載

0.0% 実施状況 予定どおり

-

- 実施状況

9,020 関係機関等との会議の開催
認知症対策検
討会議

認知症対策検
討会議

認知症対策検
討会議
虐待防止ネッ
トワーク協議
会

グランドデザイン策定
（認知症）
徘徊高齢者ネットワー
ク連絡協議会

43.5% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

30,765
認知症疾患医療センター開設
関係機関等との会議の開催

認知症疾患医
療センター設
置

（認知症疾患医療セン
ター運営）

（認知症疾患医療セン
ター運営）
虐待防止ネットワーク
協議会

（認知症疾患医療セン
ター運営）
徘徊高齢者ネットワー
ク連絡協議会

341.0% 実施状況 予定どおり

- 関係機関等との会議の開催
（認知症疾患医療セン
ター運営）

（認知症疾患医療セン
ター運営）

（認知症疾患医療セン
ター運営）
虐待防止ネットワーク
協議会

（認知症疾患医療セン
ター運営）
徘徊高齢者ネットワー
ク連絡協議会

- 実施状況

23

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

ひとり暮らし高齢者等
戸別訪問事業の市内
の全地区での実施や
地域ケアサポート医
の各区への配置によ
り、地域包括ケアを着
実に推進していくとと
もに、地域包括支援
センターの機能強化
等により、日常生活
圏域における相談・
支援体制の充実が図
られる。

スケジュール（工程）

25

25

高齢者を支える地域ケア体制の推進（所管局：健康福祉局）

7-1
7-4

すべて予定どおりに実施した。

すべて予定どおりに実施した。第２
四半期以降についても、計画どおり
に実施できるよう調整を進めてい
る。

センター職員定数の
増

・センター職員定数の
増

・センターに対する第
三者評価実施に伴う

増

高齢者を支える地域ケアの推進
について、様々な事業を実施して
いるが、国の方針に基づいた事業
の実施と同時に市の実情に合っ
た地域ケアの推進を図られたい。

　地域において高齢者を支えていくため、民生委員によるひとり暮らし高齢者
等戸別訪問事業を実施し、生活実態の把握と必要に応じて支援につなげる取
り組みを進めているほか、医療と介護の橋渡し役となる「地域ケアサポート医」
を設置するなど、地域ケア体制の構築に向け、市の実情に応じた独自の取り
組みを進めている。現在は、日常生活圏域ごとに地域ケアを推進する上での
中核的な役割を果たす地域包括支援センターを設置しているが、各圏域の高
齢者数に差異が生じていることから、きめ細やかな支援を行うために分割し、
それぞれに地域包括支援センターを設置するなど、地域包括支援センターの
充実を現在策定中の第５期高齢者保健福祉計画に位置づけ、平成２４年度か
ら取り組んでいく予定である。
  高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、地域包括ケアシ
ステムの構築が必要であるが、地域により高齢者や介護者の意識、社会資源
の状況等が異なるため、地域包括支援センターを拠点として、その地域の実情
に合わせた地域包括ケアシステムの構築を進めていく予定である。

・センター職員定数の
増

・センター事務室賃料
上乗せ増分

地域ケア体制推進事業
【H24指標・目標】
①ひとり暮らし高齢者等の地域で
の発見・見守りシステムを市内全地
区で実施する。
②「地域ケアサポート医」への相談
について、引き続き周知を図ってい
く。

地域包括支援センター運営事業
【H24指標・目標】
・職員体制１３７人
・地区中心部へのセンター事務室
移転の推進

7-1
7-4

地域ケア体制推進事業
【H24指標・目標】
①ひとり暮らし高齢者等の地域で
の発見・見守りシステムを市内全地
区で実施する。
②「地域ケアサポート医」への相談
について、引き続き周知を図ってい
く。

地域包括支援センター運営事業
【H24指標・目標】
・職員体制１３７人
・地区中心部へのセンター事務室
移転の推進

施策の評価等からは施設の充実
の努力は見られるが、在宅ケア
サービスの推進に向けた取組に
ついては十分な方向性が示され
ていない。また、家族介護者への
支援などのニーズも高いと考え
る。これらに関する事業の実施内
容を評価等に記載されたい。

   今後の施策の方向性については、平成24年度から新たにスタートする第５期
高齢者保健福祉計画において示すこととしている。
　同計画では、在宅介護を中心とした「地域包括ケアシステム」を構築していく
こととしており、住み慣れた自宅でできる限り生活を継続できるよう、新たな介
護サービスを含む地域密着型サービスや居宅サービスの充実を図るとともに、
インフォーマルサービスの充実を図っていく。
 　要介護者が住み慣れた自宅で暮らし続けるためには、医療・介護サービス
が連携を図りながら、適切に提供されることが重要であり、家族介護者への支
援も大切であると考えており、本市では、従来から医療と介護の連携を推進す
るための研修や関係者の意見交換等の会議を開催するとともに、地域包括支
援センターによる介護者支援事業を行っており、今後も着実に実施していく予
定である。
　また、ショートステイやデイサービスによる介護負担の軽減のほか、地域包括
支援センターが行う「家族介護教室」や、２４時間いつでも介護・健康・医療等
に関する相談ができる「ホッと！あんしんダイヤル」の設置や、「介護家族ハン
ドブック」の配布など、介護家族の支援に努めている。

予定どおりに実施した。

24

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

7-1
7-4

地域ケア体制推進事業
【H24指標・目標】
①ひとり暮らし高齢者等の地域で
の発見・見守りシステムを市内全地
区で実施する。
②「地域ケアサポート医」への相談
について、引き続き周知を図ってい
く。

地域包括支援センター運営事業
【H24指標・目標】
・職員体制１３７人
・地区中心部へのセンター事務室
移転の推進

市内の民間事業者は、地域ケア
や在宅ケアなどにおいて相当の
努力を行い、市に対し協力を行っ
ているが、市は有効な支援をすべ
き立場にある。実態の把握を行
い、その結果を施策の評価に記
載されたい。

 市や地域包括支援センターにおいて、インフォーマルサービスを含む介護保
険事業者等の地域資源の把握に努め、それらをまとめたものを「ふれあい福祉
ガイド」や「高齢者地域情報誌」として発行し、市民に支援内容・制度等の周知
を図っている。
  また、介護保険事業者を対象に集団指導や実地指導等により、市は事業者
の指導育成を行い、介護サービス提供量の維持や質の向上に向け支援してい
る。平成24年度から県の指定・指導権限が本市に移譲されることに伴い、各事
業者の指導育成の更なる充実を図る予定である。

インフォーマルサービ
スを含む地域資源の
把握に努め、多くの
市民へ情報提供して
いくことが必要と考え
ており、引き続き取り
組むとともに、そのよ
うな取り組みについて
も評価することで、取
組状況等の確認をす
ることができる。

23

25

24

予定どおりに実施した。

予定どおりに実施した。
7-1
7-2
7-3
7-4
7-5

地域ケア体制推進事業
　【H24指標・目標】
　①ひとり暮らし高齢者等の地域での発見・見守りシ
ステムを市内全地区で実施する。
　②「地域ケアサポート医」への相談について、引き続
き周知を図っていく。
認知症対策事業
　【H24指標・目標】
　平成24年度委託に向け、認知症対策検討会議を設
置し、方向性について検討を行う
介護予防事業
　【H24指標・目標】
　①地域包括支援センターでの理学療法士らによる
生活リハビリ相談の実施
　②介護予防事業の地域実施：2種類（１次予防、２次
予防）を市内4ヶ所
　③自ら介護予防に取り組む高齢者の人数（事業参
加実人数）
地域包括支援センター運営事業
　【H24指標・目標】
　・職員体制１３７人
　・地区中心部へのセンター事務室移転の推進
介護人材の確保・育成事業
　【H24指標・目標】
　介護雇用プログラムによる新たな人材育成：介護福
祉士２名、訪問介護員２級２０名

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

　事業を実施した結果が市民にわかりやすいものとなるよう、「指標・目標」を次
のとおり改める。
【地域ケア体制推進事業】
　H23について、個々の数値等の目標に加え、それらにより実現する社会的効
果等を追記する
【認知症疾患医療センター運営事業】
　H23について、具体的な検討内容を追記する
【介護予防事業】
　H23について、「自ら介護予防に取り組む高齢者の人数」（事業参加実人数）
へ変更する
【地域包括支援センター運営事業】
　H23については、「相談体制の充実を図るため、職員体制の増強を進める（職
員体制１３４人）」へ変更する
【介護人材の確保・育成事業】
　この事業については、現在は事業実施前の目標設定と実施後の資格取得状
況等の成果把握を行っているが、事業実施後の介護職員定着状況等も把握し
て、事業の評価を充実させる予定である。

より具体的な指標・目
標を掲げ、それぞれ
の事業を実施するこ
とにより、第５期高齢
者保健福祉計画の基
本目標である「地域
包括ケアシステムの
構築」や「高齢者認知
症対策の総合的な推
進」を図り、いきいきと
充実した生活をおくる
とこができる高齢者を
形成していく。

23

25

24

予定どおりに実施した。

23

24

地域包括ケアを推進
する上で、在宅福祉
サービスや介護家族
の支援は重要である
と認識していることか
ら、それらに関する
様々な事業について
評価することで、事業
効果が把握できる。

7-2

認知症対策事業
【H24指標・目標】
平成24年度委託に向け、認知症対
策検討会議を設置し、方向性につ
いて検討を行う

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総合
調整と組織の横断的な連携強化
に努められたい。

　・認知症対策の推進にあたっては、医療・介護などの外部関係者と庁内関係
課により組織された検討会議を設置し、検討を行うなど、連携強化に努めなが
ら進めている。また、虐待防止や徘徊高齢者に関しては、警察・自治会・民生
委員・介護施設など外部関係者を含む関係機関により構成されるネットワーク
会議をそれぞれ組織するとともに、庁内関係各課との連携体制をとっており、
今後も横断的連携に努めていく。
　・高齢者、障害者など担当部署は異なっているが、複数部署に関わる案件に
ついては、関係職員間での連絡調整をより密に行い、更なる連携を強化に努
めていく。

認知症対策、虐待防
止及び徘徊高齢者に
ついて、外部関係者
を含む関係機関との
連携により取り組み、
効果的に対策を進め
ていく

23

予定どおりに実施した。

認知症疾患医療セン
ター委託費の増（執行
せず）

25

24
認知症疾患医療セン
ター委託費の増



改善工程表 施策１７ 家庭や地域における教育環境の向上（所管局・区：教育局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策17

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

613
コーディネーターの
設置及び事業推進
の環境整備

年間の活動計画を
中心としたｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ及び学校と
の調整・打ち合わ
せ等の実施

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ対象の
研修会の実施及び
活動状況の把握と
それに対する助言
等を実施

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ設置
校へ出向き活動
状況の把握とそ
れに対する助言
等を実施

該当年度でのモ
デル事業の課
題整理及び次
年度へ向けての
調整等

-7.0% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

586
モデル事業としての
分析・検証

モデル事業最終年
であることを踏まえ
たｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ及び
学校との調整・打ち
合わせ等の実施

市内小中学校
計13校にｱﾝｹｰﾄ
を実施及びｱﾝ
ｹｰﾄ結果の分析

モデル事業の分
析・検証を行
い、次年度の方
向性を決定

次年度に向け
ての準備作業

-4.6% 実施状況 予定どおり

- 事業の実施

- 実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

24

23

「対応方針作成時に対応済み」

　コーディネーター対
象の研修会を年５回
程度実施する。その
結果コーディネーター
の資質の向上が図ら
れ、学校活動に対す
る地域住民や保護者
の協力がより得やす
くなり、授業や活動の
充実が図れる。
　また、地域住民や
保護者と子ども達と
の関わりが深まり、地
域で子ども達を育て
る意識が高まる。

23

17-1「学校と地域の協働推進事業」

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総合
調整と組織の横断的な連携強化
に努められたい。

学校と地域の協働推進事業においては、中学校職場体験事業などにおいて、
コーディネーターが学校と関係部局や地域の公民館との連携を図ることで、地
域に密着した事業を実施している。

25

コーディネーターの配置により、地
域や保護者の学校活動への関わり
が従前に比べてより深まる等の効
果が見られた。

モデル事業として最終年度を迎える
ため、次年度以降の方向性につい
ての検証・検討中。

「対応方針作成時に対応済み」

25

17-1

「学校と地域の協働推進事業」

【Ｈ24指標・目標】
学校と地域を結びつけるコーディ
ネーターを設置し、学校と地域の協
働を推進するための環境の整備：
小学校２校、中学校１校

○学校と地域の協働推進事業に
ついて、協働推進コーディネー
ターを学校へ配置しているが、事
業実施にあたり、コーディネーター
の創意工夫を生かした取り組みを
検討されたい。

○事業を実施した結果について、
報告書の提出だけではなく、事業
の実態を把握し、効果やそのあり
方について分析をされたい。

･学校と地域の協働推進コーディネーターの創意工夫を活かした取り組みを行
うためには、コーディネーターの力量を高める必要があるため、今後ともコー
ディネーター連絡会を通してコーディネーターの資質向上に努めていく。

・実態の把握については、毎月の報告書の他に、コーディネーターへ適宜連絡
し活動状況を把握するとともに、モデル校へ職員が出向き校長との面談を行っ
ている。コーディネーター配置の初年度である平成２２年度の事業成果として
は、コーディネーターが環境整備や学校行事を中心に取り組んだ結果、学校に
対する地域や保護者の協力が従前より得られやすくなったと分析している。今
後は、教科や体験活動などに活動を拡げて地域の人、資源を活かすようにした
い。

17-2家庭教育啓発事業
１次評価に当たっては、指標と事
務事業の取組結果を総合分析し、
評価を実施されたい。

家庭教育啓発事業の実施が指標33、34の実績値の上昇につながり、学校と地
域の協働推進事業や子どもの見守り活動への支援事業の実施が指標35の実
績値の上昇につながったと分析している。よって事務事業の効果が認められた
ため、一次評価をAとした。

24

23

17-1

指標３３及び指標３４については、
小学校と中学校を分けて分析する
べきと考える。早期に取組を実施
し、分析されたい。

指標33については、今後、小学生・中学生の保護者を分けて分析していく。
指標34については、小学生では81.4％→85.2％（3.8％増）、中学生では68.1％
→70.2％（2.1％増）であった。増加の一因は家庭教育啓発事業の実施であると
分析している。小学生と比較すると中学生の実績値が低いこと、また増加の幅
が小さいことは、中学生の特性（思春期、反抗期）が一因であると考えられる

23

25

スケジュール（工程）

24

25

「対応方針作成時に対応済み」

「対応方針作成時に対応済み」

「対応方針作成時に対応済み」

「学校と地域の協働推進事業」

【H23指標】
【指標33】 子どもとのコミュニケー
ションが図られていると感じる保護
者の割合
【指標34】親が自分のことを理解し
てくれていると思う子どもの割合
【指標35】地域における子どもの育
成活動に参加した市民の割合
【指標36】地域行事に参加している
子どもの割合

分析の対象を小学生
と中学生に分けたこ
とにより、原因を詳細
に分析することができ
た。

25

「対応方針作成時に対応済み」

23

23

24 事業講師謝礼の減額

25

事業講師謝礼の減額

24

「学校と地域の協働推進事業」

【H23指標】
【指標33】 子どもとのコミュニケー
ションが図られていると感じる保護
者の割合
【指標34】親が自分のことを理解し
てくれていると思う子どもの割合

17-2

家庭教育啓発事業

【H23目標】
「希望の村」年４回開催

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

（変更前）
②「希望の村」年４回開催
（変更後）
②不登校などの悩みを持つ子どもや保護者が体験活動を通して自然や人との
ふれあいを深める「希望の村」を年４回開催

体験活動をとおして、
子どもが達成感や存
在感を味わい、自信
をつけるとともに、集
団への適応力を高め
ることができる。

モデル事業はH24で
終了となるものの、Ｈ
25以降の方向性を決
定する際の有効な情
報を得られる。

23

25

17-1

学校と地域の協働推進事業

【H23目標】
モデル事業としての分析・検証

24

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

家庭や地域における教育環境の向上（所管局・区：教育局）

17-1

指標の結果分析に当たっては、目
標達成のために取り組んだ事務
事業の結果と関連付けた分析を
行った結果を記載されたい。

＜指標33（子どもとのコミュニケーションが図られていると感じる保護者の割合）＞
＜指標34（親が自分のことを理解してくれていると思う子どもの割合）＞
家庭教育啓発事業では、家庭や地域の教育力の向上を目的とし、保護者に対して家庭
教育に関する講演会や学習会を開催。このことが親子のコミュニケーションの充実や子
への理解につながり、実績値が増加した一因になったと考えられる。
＜指標35（地域における子どもの育成活動に参加した市民の割合）＞
定年後の団塊の世代で、地域活動の担い手として活動する人が増えたことに加え、子
どもの安全見守り活動への支援事業の実施と学校と地域を結びつけるコーディネー
ターの呼びかけにより、地域の方の新たな教育活動への参加につなげられたことが、実
績値が増加した一因と考えられる。
＜指標36（地域行事に参加している子どもの割合）＞
コーディネーターが学校を通して子どもたちに地域行事の周知を行い、公民館において
も地域行事の情報を積極的に発信したが、ライフスタイルの変化や地域の希薄性など
の影響等もあり、実績値は減少。今後はより一層コーディネーターによる周知に努める
とともに、公民館においては子どもまつり・おやこ映画会等の内容等を工夫することで、
子どもの地域行事への参加割合の増加につなげていく。

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

24

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

○学校と地域の協働推進事業
（変更前）①モデル事業としての分析・検証
（変更後）①モデル事業としての実績の分析・検証



改善工程表 施策１８ 生涯学習の振興（所管局・区：教育局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策18

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

25

「対応方針作成時に対応済み」- （施策全般）

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総合
調整と組織の横断的な連携強化
に努められたい。

公民館では、まちづくりセンターと連携し、公民館主催の地区体育祭と、地区自
治会連合会が開催するふるさとまつりを同時開催することで、より多くの方が参
加しやすい環境づくりとともに、人的配置等において効率的な運営を図ってい
る。また図書館では、学校等と連携し、子どもの読書活動を推進している。

24

24

23

25

25

18-15

「博物館常設展示リニューアル事
業」

【H23目標】
①展示手法の検討
②ネットワークセンターに係る情報
収集及び整理

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

（変更前）
①展示手法の検討
②ネットワークセンターに係る情報収集及び整理
（変更後）
①全市域の自然や文化を網羅できる展示手法の検討
②文化財関連施設等の情報を集約する「ネットワークセンター」の設置へ向け
た情報収集及び整理

①市民協働による展
示手法の検討と言う
新たな視点からの取
組みが期待できる。
②ネットワークセン
ターから発信する情
報の一つである「収
蔵古文書マイクロフィ
ルム」のデータ化が
期待できる。

23

18-1

「市民講座支援事業」
【H23指標・目標】
①学びのらいぶ塾研修講座の参加
者数１０人以上

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

（変更前）
①学びのらいぶ塾研修講座の参加者数１０人以上
（変更後）
①市民主体の市民講座の運営や講師をするための研修講座の参加者数１０
人以上

自らが学習機会の幅
を広げ、学びの場を
身近にすることがで
き、更に自ら得た知
識を他の人へ伝えて
いくという「知の循環」
づくりが期待できる。

23

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

23

24

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

生涯学習の振興（所管局・区：教育局）

18-4

25

公民館活動について、市民のニー
ズに応えることは重要であるが、
社会教育として考えた時にニーズ
だけではなくシーズについても重
要視し、市として公民館で主催す
る事業の具体的な成果目標を掲
げた上で、今後の事業を実施され
たい。

本市の公民館は、各地域ごとに独立した地区館として設置し、地域に根ざした
公民館活動を展開している。地域住民が主体的に参画して、地域の特色を活
かした公民館振興計画の策定や、計画を踏まえた事業の実施等活動全般、公
民館ごとの活動内容の評価・改善を行っている。今後も、各館の自立性を尊重
し、住民の手による住民主体の事業展開を大切にしていく。社会教育としての
役割やシーズについては、各公民館において意識した上で事業が展開されて
いるため、一律の成果目標を掲げてはいない。

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

24

「公民館活動」

【H23目標】
各公民館において、地域の課題解
決に向けた取り組みや地域の特性
を生かした特色ある事業を実施

スケジュール（工程）

「対応方針作成時に対応済み」

「対応方針作成時に対応済み」

「対応方針作成時に対応済み」



改善工程表 施策２４ 地球温暖化対策の推進（所管局・区：環境経済局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度

事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベー

ス】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策２４

3,215

・地球温暖化対策実行
計画の策定
・(仮称)地球温暖化対
策推進条例の制定準
備

実行計画素案
検討

パブリックコメ
ント

・実行計画策
定
・条例検討

ー 実施状況 予定通り 予定通り 予定通り

5,439

・省エネナビ市民モニ
ター事業の実施
・(仮称)地球温暖化対
策推進条例の制定

・省エネナビ
貸出開始
・条例検討

パブリックコメ
ント

条例制定

69.2% 実施状況 予定通り

ー
（仮称）地球温暖化
対策推進条例の運
用

条例施行

ー 実施状況

3,215

・地球温暖化対策実行
計画の策定
・(仮称)地球温暖化対
策推進条例の制定準
備

実行計画素案
検討

パブリックコメ
ント

・実行計画策
定
・条例検討

ー 実施状況 予定通り 予定通り 予定通り

5,439

・省エネナビ市民モニ
ター事業の実施
・(仮称)地球温暖化対
策推進条例の制定

・貸出開始
・条例検討

パブリックコメ
ント

条例制定

69.2% 実施状況 予定通り

ー
（仮称）地球温暖化
対策推進条例の運
用

条例施行

ー 実施状況

ー
省エネルギー推進
会議の開催

会議開催 会議開催

ー 実施状況 予定通り 予定通り

ー
省エネルギー推進
会議の開催

会議開催

ー 実施状況 予定通り

ー
省エネルギー推進
会議の開催

ー 実施状況

スケジュール（工程）

25

予定どおり庁内横断的な組織によ
り施策を推進した。

庁内横断的な組織で
ある省エネルギー推
進会議の活用等によ
り、市の事務事業に
おけるあらゆる機会
を捉えて温暖化対策
を推進すること、また
その具体的方策等に
ついて検討を進め、
全庁的な取組を図っ
ていく。

「省エネルギー対策普及促進事
業」

【Ｈ24指標・目標】
①１世帯当たりの年間ＣＯ２排出
量：減少
②省エネナビ市民モニター実施件
数：１００件
③(仮称)地球温暖化対策推進条例
の制定

24

予定どおり地球温暖化実行計画の
策定を行った。

予定どおり省エネナビの市民への
貸し出しを開始、(仮称)地球温暖化
対策推進条例の制定に向け庁議を
開始した。24

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総
合調整と組織の横断的な連携強
化に努められたい。

・地球温暖化対策実行計画の策定に当たり、庁内の横断的な調整を行うた
め、策定検討会議を設置している。今後は「省エネルギー推進会議」により、
庁内の連携を図り施策を推進していく。

25

引き続き庁内横断的な組織により
施策を推進する。

23

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

23

24

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

地球温暖化対策の推進（所管局・区：環境経済局）

1-1

予定どおり地球温暖化実行計画の
策定を行った。

予定どおり省エネナビの市民への
貸し出しを開始、(仮称)地球温暖化
対策推進条例の制定に向け庁議を
開始した。

25

1-1

「省エネルギー対策普及促進事
業」

【Ｈ24指標・目標】
①１世帯当たりの年間ＣＯ２排出
量：減少
②省エネナビ市民モニター実施件
数：１００件
③(仮称)地球温暖化対策推進条例
の制定

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

・事業を実施した結果がより市民にわかりやすいものとなるよう、平成２３年度
の「指標・目標」を次のとおり改める。
○省エネルギー対策普及促進事業
（変更前）
①パンフレットの作成部数：7,000部
②省エネルギー対策の普及啓発
（変更後）「１世帯当たりの年間ＣＯ２排出量」

省エネ用貸出備品
（省エネナビ）の新規
購入

市民に分かりやすい
指標を設定すること
により、温暖化対策
に対する意識の向上
や取組の促進が期待
される。

省エネ用貸出備品
（省エネナビ）の新規
購入

部門別の排出量のほ
か、可能な限り施策
ごとの削減量を算出
するなど、排出量と
事業効果に関連性を
持たせることにより、
事務事業の適切な評
価を行うことが可能と
なる。

23

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

・成果指標については、当分の間は現指標の測定結果の推移を見ていくが、
施策目標の達成状況を分かりやすく説明するために、平成２４年度から現指
標を補完する指標として、部門別の温室効果ガス排出量を新たに設定してい
く。

・事務事業については、中期実施計画の策定に合わせて、構成の見直しを検
討していく。

市の直接の努力と市全体の排出
量に強い因果関係が認められな
いため、市の努力を反映できる指
標設定を行うとともに、事務事業
の構成についても見直されたい。



改善工程表 施策２７ 廃棄物の適正処理の推進（所管局・区：環境経済局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策２７

35,273

-5.0% 実施状況

33,860

-4.0% 実施状況

-

- 実施状況

35,273

監視カメラ等による監
視、不法投棄撲滅キャ
ンペーン、地域の市民
団体とのパートナーシッ
プ事業

まち美化キャ
ンペーン

まち美化キャ
ンペーン

不法投棄撲滅
キャンペーン

-5.0% 実施状況 事業実施 事業実施 事業実施

33,860

監視カメラ等による監
視、不法投棄撲滅キャ
ンペーン、地域の市民
団体とのパートナーシッ
プ事業

まち美化キャ
ンペーン

まち美化キャ
ンペーン

不法投棄撲滅
キャンペーン

-4.0% 実施状況 事業実施 事業実施 事業実施

-

- 実施状況

35,273

監視カメラ等による監
視、不法投棄撲滅キャ
ンペーン、地域の市民
団体とのパートナーシッ
プ事業

-5.0% 実施状況

33,860

監視カメラ等による監
視、不法投棄撲滅キャ
ンペーン、地域の市民
団体とのパートナーシッ
プ事業

監視カメラの
更新（旧市域）

不法投棄監視
員（旧市）配置
検討

-4.0% 実施状況

-

- 実施状況

本市の地理的特性に
より、旧市域と津久井
地域とでは環境美化・
不法投棄に係る課題
や対策が異なるが、
総合的な体系の中で
それぞれの位置付け
を明確にし、市民要望
に対してワンストップ
で対応できる組織体
制を構築することによ
り、地域の実情に則し
た対策事業の実施に
期待できる。

夜間パトロール委託廃
止に伴う減額

平成22年度から資源循環部の組織
を見直し、本庁機関と環境事業所等
の分掌事務の明確化を図り、ワンス
トップで対応できる体制を整備した。

25

「美化推進・不法投棄防止対策事
業」

【Ｈ24指標・目標】
市管理地及びごみ集積所の不法投
棄回収量の減少

夜間パトロール委託を廃止したが、
その他の対策事業の効果により、不
法投棄回収量は、ほぼ横ばいとなっ
ている。

-

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

23

24

23

スケジュール（工程）

美化指導員制度の廃
止による減額

24

本庁機関においては不法投棄防止
等に係る総合調整事務を行い、不法
投棄防止パトロールや軽微な不法
投棄物の撤去などは、更にワンス
トップで対応できるよう、環境事業所
に不法投棄監視員の配置に向け検
討する。

27-3

「美化推進・不法投棄防止対策事
業」

【Ｈ24指標・目標】
市管理地及びごみ集積所の不法投
棄回収量の減少

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総合
調整と組織の横断的な連携強化
に努められたい。

・特に連携が必要な不法投棄対策については、監視カメラの設置、パトロール、
キャンペーンの実施にあたり、地域の市民団体とのパートナーシップ事業所管
課等関係機関との横断的な協力体制を一層強化していく。

本市の地理的特性に
より、都市部における
環境美化の推進と山
間部における不法投
棄防止とでは、それぞ
れ対策や事業が異な
る面があるが、共通
の目標は不適正処理
の防止と清潔なまち
づくりを進めることに
あることから、不法投
棄回収量を比較する
ことにより、各種対策
事業の成果が表れ
る。

24

美化指導員制度の廃止に伴い、駅
前重点地区におけるごみの散乱が
懸念されるが、路上喫煙防止対策や
道路管理者との連携、まち美化キャ
ンペーンの開催により清潔が保たれ
る。

夜間パトロール委託廃
止に伴う減額

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対す
る評価等）

廃棄物の適正処理の推進（所管局・区：環境経済局）

27-3

民有地における潜在的な不法投棄
量の把握は難しいが、土地所有者
への啓発・指導により大規模な不法
投棄箇所は減少しつつある。

美化指導員制度の廃止に伴い、公
共の場所の清潔保持を維持継続す
るため、道路管理者等との連携の中
で対応していきたい。

夜間パトロール委託廃
止に伴う減額

-25

美化指導員制度の廃
止による減額

市管理地及びごみ資
源集積場所における
不法投棄量を把握す
ることにより、各管理
者等における未然防
止対策や原状回復措
置による本市の環境
美化・不法投棄対策
事業の効果を高める
ことができる。

23

27-3

「美化推進・不法投棄防止対策事
業」

【Ｈ24指標・目標】
市管理地及びごみ集積所の不法投
棄回収量の減少

施策を構成する主な事務事業につ
いて、市民にわかりやすい指標・
目標の設定がされていない。資源
投入した結果としての成果、社会
的効果などの観点から目標設定を
されたい。

・事業実施した結果が市民にわかりやすいもとなるよう、平成２３年度の「指標・
目標」を次のとおり改める。
 ○美化推進・不法投棄防止対策事業
（変更前）不法投棄回収量（発生量）の減少
（変更後）市管理地及びごみ集積所の不法投棄回収量の減少
（説明）監視カメラの設置、パトロール、不法投棄撲滅キャンペーン、地域の市民
団体とのパートナーシップ事業等を通じて不法投棄の発生を防ぎ、結果として回
収せざるを得ない量を減らす。

25

美化指導員制度の廃
止による減額

・不法投棄物の処理責任は、民有地、市有地を問わずその土地の所有者や管
理者が行うことになっており、市管理の道路や公園、またごみ資源集積所の不
法投棄については、市が回収を行っている。市域全体の潜在的な不法投棄量
の把握は困難なため、市管理地の不法投棄量を当面の指標とする。
　なお、潜在的な不法投棄量の推計は今後の研究課題とする。

指標５２については、市の不法投
棄回収量は減少しており改善の事
実はあるが、潜在的な不法投棄量
の把握方法を、今後見直し、さらに
検討されたい。

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業



改善工程表 施策３２ 雇用対策と働きやすい環境の整備（所管局・区：環境経済局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度

事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベー

ス】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策３２

32,500 無料職業紹介事業 事業の実施 事業の実施 事業の実施 事業の実施

74.9% 実施状況 予定どおり実施予定どおり実施予定どおり実施予定どおり実施

32,493 無料職業紹介事業
ヒアリング等
事業の検討、
事業の実施

予算化

96.1% 実施状況 予定どおり実施

- 事業の実施

- 実施状況

新卒未就職者等人
材育成事業

事業の実施 事業の実施 事業の実施

実施状況 予定どおり実施予定どおり実施予定どおり実施

新卒未就職者等人
材育成事業

ヒアリング等
事業の検討

事業の実施
事業の実施
H25年度予算
化

事業の実施

実施状況 予定どおり実施

実施状況

事業の実施

実施状況 予定どおり実施

実施状況

実施状況

6,872
ニート・フリーター就
労支援事業

事業の実施 事業の実施 事業の実施
事業の実施
予算化

133.2% 実施状況 予定どおり実施

62,722
パーソナルサポート
事業

事業の実施 予算化

894.2% 実施状況 予定どおり実施

-
パーソナルサポート
事業

- 実施状況

予定どおり事業を実施した。
相談件数 2681件
登録人数 243人
進路決定者数103人

24

32-1

ニート・フリーター就労支援事業
【平成２４年度指標・目標】
①ニート、フリーターを対象とした
若年者キャリア開発プログラム事
業の実施
②パーソナル・サポートサービス事
業の実施

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総
合調整と組織の横断的な連携強
化に努められたい。

・ニート・フリーター就労支援事業を推進するにあたって、雇用分野・福祉分野
など部局間の横断的な調整を行うため、若者自立支援協議会を設置してお
り、今後も当協議会を活用し、施策を推進していく。

・勤労者福祉を推進するにあたり、職域を含め生涯を通じ継続した保健サー
ビスの提供を行うため、「働く人の健康づくり地域・職域連携推進会連絡会」な
どを活用し、連携を図り施策をより推進していく。

スケジュール（工程）

24

25

無料職業紹介事業
【平成２４年度指標・目標】
①求職者支援講座の開催（年８
回）
②キャリアカウンセリングの実施
③物づくり企業発見キャラバンの
実施
④新卒未就職者等人材育成事業
や無料職業紹介事業の実施

ニート・フリーター就
労支援事業推進のた
めに若者自立支援協
議会から子ども・若者
支援協議会へ移行、
内容の拡充。
引き続き「働く人の健
康づくり地域・職域連
携推進連絡会」と連
携し手事業を行う。

25

さがみはら就職面接会
参加者62名、就職者10名。

パーソナルサポート事
業実施による増

さがみはらパーソナルサポートセン
ターを国・県と連携し、今年６月にさ
がみはら産業創造センター内に
オープンした。

23

24

予定どおり、ヒアリング等事業の検
討を開始した。

23

予定どおり、ヒアリング等事業の検
討、事業の実施を開始した。

参加者57名に対し46名が就職、内
35名が正規雇用。（就職率80.7％)
高い就職率が得られた。

25

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

・就労支援策や勤労者福祉策は、雇用情勢の状況により、事業効果が左右さ
れる部分が大きく、また、事業実施後、効果がすぐに表れることが困難なもの
であるが、事業の実施した結果が市民にわかりやすいものとなるよう、事業実
施後の１ヶ月後の就職者数など成果・効果が表せる指標を検討していく。

就職面接会の実績に
ついて報告する。

　指標６２について、有効求人倍
率を目標とすることは、市が直接
関わっていくことができるか否か
にかかわらず、市民の関心も高
い指標のため、指標としてはよい
と考えるが、施策を推進する主な
事務事業に掲げられている３事
業では目標を達成することが困
難であることから、目標達成に向
け、国県と協力して努力をされた
い。また、市の努力が反映できる
指標を今後検討されたい。

・市の努力が反映できる指標については、指標62を補完し、成果が現れる指
標を検討していく。また、有効求人倍率があがることに結びつく、市が国・県と
連携した就職面接会などの事業実施や国・県が実施する支援メニューの周知
など引き続き指標62に反映するよう努めていく。

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

23

24

企業で働きながら職
業人として必要となる
基礎的な知識や職場
で必要な技術的を習
得する機会を提供
し、早期の就職促進
を図る。

23

25

事業が予定どおり実施された。
カウンセリング実施4751件、就職相
談622件、就職者数476名。

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

雇用対策と働きやすい環境の整備（所管局・区：環境経済局）
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求人開拓による求人
情報の提供及び就職
相談等支援を行い就
職に結びつける。

緊急雇用創出事業に
て事業費を捻出

・就職支援センターにおける無料職業紹介について、就職数、就職率などより
効果が把握できる内容を検討し来年度より調書に記載していく。

就職紹介事業について、ハロー
ワークの求職相談より、細かい
キャリアカウンセリング等を行う就
職支援センターの方が就職に結
びついており、実際に効果が上
がっているため、調書に記載され
たい。

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

【指標62】有効求人倍率
平成２４年度目標０．７７倍



改善工程表 施策３３ 地域経済を支える産業基盤の確立（所管局・区：環境経済局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度

事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベー

ス】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策３３

0
・アンケート調
査の実施

予定どおり実施した。

0.0% 実施状況 実施事項なし 実施事項なし 実施事項なし 予定どおり

0
・アンケート結
果の分析、効
果の検証

・アンケート調
査の実施

予定どおり実施

0.0% 実施状況 予定どおり

－

・アンケート結果の
分析、効果の検証
・次期改正へ向け
て研究、検討

・次期改正へ向
けて研究、検討

・次期改正へ向
けて研究、検討

・アンケート調査の
実施
・次期改正へ向け
て研究、検討

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

33-2

「企業の立地促進事業」

【Ｈ24指標・目標】
①市外からの新規立地５件・市内
企業の再投資７件の事業計画認
定
②金原工業団地西側地区におけ
る農地転用許可及び開発許可取
得に向けた支援。

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総
合調整と組織の横断的な連携強
化に努められたい。

・工業系産業用地の創出対策として、庁内関係課で組織する工業系産業用地
創出対策本部を設置し、市内各所での工業系産業用地の創出について課題
や情報の共有をし、事業の推進に貢献している。
　また、企業立地や市内企業の再投資に関わる課題・相談に対する行政対応
のスピードアップを図るため、庁内関係課で組織する企業立地等調整会議を
設置し、開発許可等、企業立地に関わる各種事項についてワンストップで受
け止める体制を整備している。

企業立地等調整会議
というワンストップ窓
口を設け、行政対応
のスピードアップを図
ることにより、事業の
推進に貢献できる。

24

「企業の立地促進事業」

【Ｈ24指標・目標】
①市外からの新規立地５件・市内
企業の再投資７件の事業計画認
定
②金原工業団地西側地区におけ
る農地転用許可及び開発許可取
得に向けた支援。

25

25

本市では、内陸工業都市という地域特性をいかし、平成１７年１０月にSTEP５
０（さがみはら産業集積促進方策）を策定し、企業誘致等に取り組むとともに、
市内中小企業の技術力強化や新分野進出を促進するための研究開発補助
等を行っている。STEP５０の適用期限が平成２７年３月末までとなっているこ
とから、その後の産業活性化支援策については、施策効果等の検証や本市
を巡る経済環境などを踏まえ検討していく。

現行施策の効果や経
済環境を勘案し、そ
の後の支援策を様々
な角度から検討する
ことにより、市内に立
地する企業のニーズ
にあった支援を行
い、地域経済を支え
る体制を構築する。

事業実施した結果が市民にわかりやすいものとなるよう、平成２３年度の「指
標・目標」を次のとおり改める。
○企業の立地促進事業
（変更前）事業計画１０件認定
（変更後）市外からの新規立地３件・市内企業の再投資７件の事業計画認定

○ものづくり人材の確保・育成事業
（変更前）技術・技能セミナーの実施（年３回）
（変更後）従業員にものづくり技術研修を受講させた中小企業に対する助成金
の支給。
技術・技能セミナーの開催（年３回）・・・講義内容の実効性について、受講者
からのアンケートにより指標化する。
（変更前）ものづくり企業見学キャラバンの実施
（変更後・高校生、大学生向けの市内中小企業を紹介する冊子の作成（市内
中学校、高等学校及び　市内周辺大学に配布）
ものづくり企業見学キャラバンの実施・・・・学生に対し、地域中小企業への就
職意欲への影響があったかを評価指標とする。

○工業用地の保全活用事業
　地区計画導入にあたっては、都市計画法の手法を用い、地権者自らが地域
のルールを設けるもので、合意形成を図るには時間を要する。現時点で指標
化できる数値は地権者によるルールづくりに向けた会議開催回数及びアドバ
イザー派遣回数であるが、今後取組が進んだ時点で地権者の同意者数な
ど、市民に分かりやすい指標を設定する。

「対応方針作成時に改善済み」

「対応方針作成時に改善済み」

25

事務事業の指標・目
標を分かりやすい形
で設定することによ
り、結果・成果に対す
る理解が促進される
と同時に、社会的効
果や事業の必要性の
理解も深めることが
できる。

23

23

24

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

地域経済を支える産業基盤の確立（所管局・区：環境経済局）
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製造品等出荷額を上げるため、
市内の製造業活性化に向けた企
業に対する支援の強化や、製造
業だけではなく第３次産業も含め
た活性化を図るのかを、一定の
時期に効果の検証を行い、今後
の事業に反映されたい。

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

23

24

スケジュール（工程）

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

33-2

33-3

33-1

「企業の立地促進事業」
【Ｈ24指標・目標】
①市外からの新規立地５件・市内
企業の再投資７件の事業計画認
定
②金原工業団地西側地区におけ
る農地転用許可及び開発許可取
得に向けた支援。

「ものづくり人材の確保・育成事業」
【Ｈ24指標・目標】
①セミナー２回、助成金の支給
②市内中小企業紹介冊子を作成
し、市内中学、高校、大学に配布。

「工業用地の保全・活用事業」
【Ｈ24指標・目標】
①金原工業団地工業系地区計
画、建築協定導入に向けた支援
（会議 ３回開催）
②宮下地区まちづくりを考える会
活動支援(会議 7回開催)
③大野台地区準工業地域におい
て地区計画導入についての企業ヒ
アリング５社。

　施策を構成する主な事務事業
について、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。



改善工程表 施策３４ 新産業の創出と中小企業の育成・支援（所管局・区：環境経済局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度

事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベー

ス】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策３４

10,000

四半期ごとの運営
委員会の開催、年３
回のフォーラムの開
催

運営委員会
運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

-37.5% 実施状況 予定通り 予定通り 予定通り 予定通り

90,000

四半期ごとの運営
委員会の開催、年３
回のフォーラムの開
催

運営委員会
運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

-10.0% 実施状況 予定通り

-

四半期ごとの運営
委員会の開催、年３
回のフォーラムの開
催

運営委員会
運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

- 実施状況

10,000

四半期ごとの運営
委員会の開催、年３
回のフォーラムの開
催

運営委員会
運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

-37.5% 実施状況 予定通り 予定通り 予定通り 予定通り

90,000

四半期ごとの運営
委員会の開催、年３
回のフォーラムの開
催

運営委員会
運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

-10.0% 実施状況 予定通り

-

四半期ごとの運営
委員会の開催、年３
回のフォーラムの開
催

運営委員会
運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

運営委員会
フォーラム

- 実施状況

14,759,281

３ヶ月ごとに金融機
関への利子補給、
毎月の利用者に対
する信用保証料補
助

・利子補給
・信用保証料
補助
・預託金預入

・利子補給
・信用保証料
補助
・預託金預入

・利子補給
・信用保証料
補助

・利子補給
・信用保証料
補助

実施状況 予定通り 予定通り 予定通り 予定通り

12,808,477

３ヶ月ごとに金融機
関への利子補給、
毎月の利用者に対
する信用保証料補
助

・利子補給
・信用保証料
補助
・預託金預入

・利子補給
・信用保証料
補助
・預託金預入

・利子補給
・信用保証料
補助

・利子補給
・信用保証料
補助

-13.2% 実施状況 予定通り

-

・利子補給
・信用保証料
補助
・預託金預入

・利子補給
・信用保証料
補助
・預託金預入

・利子補給
・信用保証料
補助

・利子補給
・信用保証料
補助

- 実施状況

0
トライアル発注認定
制度認定事業者へ
のアンケートを実施

アンケート調
査
（トライアル）
集計・分析

0.0% 実施状況 予定通り

0

トライアル発注認定
制度認定事業者及
び融資対象者への
アンケートを実施

アンケート調
査
（トライアル）
集計・分析

アンケート調
査
（融資）
集計・分析

0.0% 実施状況 予定通り 予定通り

-

トライアル発注認定
制度認定事業者及
び融資対象者への
アンケートを実施

アンケート調
査
（トライアル）
集計・分析

アンケート調
査
（融資）
集計・分析

実施状況

0

・産業支援機関合同会
議の開催
・当該年度トライアル認
定製品の庁内周知及
び

・産業支援機
関合同会議の
開催

・産業支援機関
合同会議の開
催
・認定製品の庁
内周知

・産業支援機関
合同会議の開
催
・認定製品ニー
ズ調査及び予算

・産業支援機
関合同会議の
開催

0.0% 実施状況 予定通り 予定通り 予定通り 予定通り

0

・産業支援機関合同会
議の開催
・当該年度トライアル認
定製品の庁内周知及
び

・産業支援機
関合同会議の
開催

・産業支援機関
合同会議の開
催
・認定製品の庁
内周知

・産業支援機関
合同会議の開
催
・認定製品ニー
ズ調査及び予算

・産業支援機
関合同会議の
開催

0.0% 実施状況 予定通り
・産業支援機関合同会
議の開催
・当該年度トライアル認
定製品の庁内周知及
び

・産業支援機
関合同会議の
開催

・産業支援機関
合同会議の開
催
・認定製品の庁
内周知

・産業支援機関
合同会議の開
催
・認定製品ニー
ズ調査及び予算

・産業支援機
関合同会議の
開催

実施状況

　個々事業の利用者
に対してその効果を
把握するためのアン
ケートを行うことで、
より利用者のニーズ
に合った支援策を講
じることができる。

予定どおり実施

予定どおり実施することができた。

予定どおり実施することができた。

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

低利で融資を利用で
きることにより、中小
企業の経営の安定化
が図られる。

34-3

「中小企業融資制度」

【Ｈ24指標・目標】
・利用者負担率の引き下げを継続

　指標６５については目標値を大
幅に上回っているが、平成１９年
度以降実績値が減少傾向にある
こと、指標６６については経営安
定企業が９割程度であるが、平成
２１年度実績値と比較して落ち込
んでいるため、実績値の改善に
向け、具体的な方策を検討された
い。

・Ｈ２２年度にある程度回復傾向にあった経済状況が震災の影響で打撃を受
けており、現在の利用者負担率の引き下げの継続のほか、産業支援機関と
の連携により産学連携・企業間連携を推進していくことで、企業の活性化をは
かっていく。

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

新産業の創出と中小企業の育成・支援（所管局・区：環境経済局）

34-1

予定どおり開催することができた。

予定どおり実施　施策を構成する主な事務事業
の「産業支援機関と連携した中小
企業の支援」と「中小企業融資制
度」に関しては、政策的に市が支
援する範囲について、検討された
い。

・産業支援機関と連携した中小企業の支援については、市内中小企業の主体
的な取り組みを促進する観点から中小企業の新技術・新製品開発や新分野
への進出などにつながる新たな連携を生み出すための交流の場を提供する。
また、中小企業融資制度については、企業の健全な発展及び振興を図る観
点から、引き続き金融機関への預託や利子補給、信用保証料補助を行い、市
内中小企業者の経営安定化を支援する。

「産業支援機関と連携した中小企
業の支援」

【Ｈ24指標・目標】
フォーラムの開催　３回
延べ参加者数　３００人

　フォーラムの開催に
よって、企業間連携
を促進することによる
企業間取引の増加
や、各種補助制度の
活用により、企業業
績の向上が期待でき
る。

23

25

25

　中小企業の新たな
連携を生み出すため
の交流の場を提供す
ることにより、新技
術・新製品開発や新
分野への進出などに
繋がる。
　金融機関への預託
や利子補給、中小企
業への信用保証料補
助を行い、低利で融
資を利用できること
で、中小企業の経営
の安定化が図られ
る。

34-1

「産業支援機関と連携した中小企
業の支援」

【Ｈ24指標・目標】
フォーラムの開催　３回
延べ参加者数　３００人

　成果指標と施策を構成する主な
事務事業を関連付けた分析をさ
れたい。

・産業支援機関と連携した中小企業の支援について、フォーラムの開催によっ
て、企業間連携を促進することによる企業間取引の増加や、各種補助制度の
活用により、企業業績の向上に寄与していると考えられる。

・Ｈ20年秋からのリーマンショックによる経済情勢の悪化により、国の緊急保
証制度に合わせＨ21年度融資実行件数2,645件、実行金額27,041,665千円と
融資の利用拡大を実施した結果、指標66のＨ21年度目標値2,939を上回って
おり、迅速な支援対応に一定の効果があったと思われる。Ｈ22年度の評価指
標については、法人の決算時期によりまだＨ21の不況の影響が数値に反映さ
れるため減少となっているが、Ｈ22年度の融資実行件数等から判断するとあ
る程度経営が安定化してると思われる。

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

23

24
予算の制約等による
もの

スケジュール（工程）

予定どおり開催することができた。

予定どおり実施

予算の制約等による
もの

融資残高減少に伴う
預託金の減少

予定どおり実施

25
融資残高減少に伴う
預託金の減少

23

25

24

24

24

23

予定どおり実施することができた。

25

34-1

「産業支援機関と連携した中小企
業の支援」

【Ｈ24指標・目標】
フォーラムの開催　３回
延べ参加者数　３００人

「トライアル発注認定事業」

【Ｈ24指標・目標】
・認定製品　10製品

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総
合調整と組織の横断的な連携強
化に努められたい。

・産業支援機関とは年数回懇談会等を実施し、互いに情報交換や事業の実
施について把握し連携を図っている。
　また、トライアル発注認定制度については、庁内にも認定企業や認定品の
周知を図り、製品の積極的な導入について支援を行っており、今後も横断的
な連携強化について努力していく。

34-2

「トライアル発注認定事業」

【Ｈ24指標・目標】
・認定製品　10製品

「中小企業融資制度」

【Ｈ24指標・目標】
・利用者負担率の引き下げを継続

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

・トライアル発注認定事業や中小企業融資制度については、事業の効果がす
ぐに結果として数値化されるものではなく、経済状況や国の施策等にかなり左
右されるため、個々の事務事業ごとの数値的な成果を設定するのは難しい
が、こうした中小企業の支援を行うことで指標66のような成果に結びつくと考
える。
　今後、個々事業の利用者に対してその効果を把握するような調査について
検討していく。

産業支援機関との連
携を緊密することで
効果的な支援を実施
することができる。

トライアル発注認定
製品について庁内導
入を促進することで、
事業者の信頼度を増
すことができ、販路拡
大に貢献できる。

23

24

予定どおり実施



改善工程表 施策３９ 広域交流拠点都市にふさわしい都市拠点の形成（所管局・区：都市建設局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策３９

26,932
各事業においてまち
づくりの方向性等に
ついて検討する。

8.6% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

23,580
各事業においてまち
づくりの方向性等に
ついて検討する。

-12.4% 実施状況 予定どおり

-
各事業においてまち
づくりの方向性等に
ついて検討する。

- 実施状況

26,932

各事業においてまち
づくりの検討を進め
る中で、新たな指標
の設定のあり方につ
いて検討する。

8.6% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

23,580

各事業においてまち
づくりの検討を進め
る中で、前年度の検
討に沿って、指標の
設定に必要なデータ
収集等を行う。

-12.4% 実施状況 予定どおり － － －

-
新たな指標・目標を
設定する。

目標の設定、
事業実施

－ － －

- 実施状況 － － －

26,932

有識者や市民等によ
る外部検討委員会を
設置し、まちづくりの
検討に多面的・専門
的な観点を反映す
る。

広域交流拠点
検討事業にお
ける外部検討
委員会の設置
検討

広域交流拠点
検討事業にお
ける外部検討
委員会の設置
準備

広域交流拠点
検討事業にお
ける外部検討
委員会の設置
準備

外部検討委員
会の設置

8.6% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

23,580

外部検討委員会によ
る検討や都市間連携
の強化等により、多
面的・専門的なまち
づくりを推進する。

新たな都市間
連携の枠組み
に関する検討

・検討委員会
の開催
・新たな都市
間連携強化に
向けた準備

新たな都市間
連携の枠組み
による検討の
実施

・検討委員会
の開催
・新たな都市
間連携の枠組
みによる検討
の実施

-12.4% 実施状況 予定どおり － － －

-

引き続き外部検討委
員会による検討を進
めるとともに、都市間
連携の取り組み強化
を図る。

－ － － －

- 実施状況 － － － －

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

スケジュール（工程）

24

24

23

25

23

予定どおり実施した。

事業の精査を行い減
額を行った。

広域交流拠点都市にふさわしい都市拠点の形成（所管局・区：都市建設局）

39-1
39-2
39-4

「橋本駅周辺地区整備事業」
【H23指標・目標】
相模原駅周辺地区との機能分担の
もと、まちづくりの基本的な考え方
や具体的な方向性について検討す
る。

「相模原駅周辺地区整備推進事業」
【H23指標・目標】
導入機能の精査や都市基盤整備の
検討、土地利用・都市計画の検討、
事業化の検討等の熟度を高め、整
備計画の検討へと移行させる。

「広域交流拠点検討事業」
【H23指標・目標】
①拠点形成に係る基礎調査
②駅周辺地区将来像の検討

施策を構成する主な事務事業につ
いて、市民にわかりやすい指標・
目標の設定がされていない。資源
投入した結果としての成果、社会
的効果などの観点から目標設定を
されたい。

事業内容と進捗状況
を明確にし、市民に分
かりやすい指標を設
定することで、行政の
透明性向上を図るとと
もに、検討段階または
施工段階にある事業
についての費用対効
果をアピールできる。

事業の精査を行い、必
要な検討項目を追加し
たため。

予定どおり実施した。

25

39-1
39-2
39-4

25

予定どおり実施した。

事業の精査を行い、必
要な検討項目を追加し
たため。

23

24

39-1
39-2
39-4

「橋本駅周辺地区整備事業」
【H23指標・目標】
相模原駅周辺地区との機能分担の
もと、まちづくりの基本的な考え方
や具体的な方向性について検討す
る。

「相模原駅周辺地区整備推進事業」
【H23指標・目標】
導入機能の精査や都市基盤整備の
検討、土地利用・都市計画の検討、
事業化の検討等の熟度を高め、整
備計画の検討へと移行させる。

「広域交流拠点検討事業」
【H23指標・目標】
①拠点形成に係る基礎調査
②駅周辺地区将来像の検討

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総合
調整と組織の横断的な連携強化
に努められたい。

・各事業を推進するにあたり、庁内の横断的組織はもとより、関係する機関や企
業者、地域の方々などが参画する検討組織等において意見等を聞きながらまち
づくりを進めてきた。今後も、事業の場面場面で、多方面から意見等をもらい、
多面的、専門的に検討を重ね、事業を推進していきたい。

多方面から意見等を
もらい、多面的、専門
的に検討を重ねること
で、より良いまちづくり
が推進できる。

事業の精査を行い減
額を行った。

「橋本駅周辺地区整備事業」
【H23指標・目標】
相模原駅周辺地区との機能分担の
もと、まちづくりの基本的な考え方
や具体的な方向性について検討す
る。

「相模原駅周辺地区整備推進事業」
【H23指標・目標】
導入機能の精査や都市基盤整備の
検討、土地利用・都市計画の検討、
事業化の検討等の熟度を高め、整
備計画の検討へと移行させる。

「広域交流拠点検討事業」
【H23指標・目標】
①拠点形成に係る基礎調査
②駅周辺地区将来像の検討

労働人口の増加も視
野に入れ、まちづくり
を進めることで、地域
の活性化や街の賑わ
いを創出できる。

駅乗降客数増加のためには、オ
フィスの整備等、労働人口増加に
向けた街づくりについて検討され
たい。

・市内３中心市街地においては、区画整理事業や再開発事業を核として商業・
業務施設や住宅等を整備し、魅力あるまちづくりを進めている。今後も、社会環
境や経済状況を踏まえながら、首都圏南西部の広域交流拠点都市にふさわし
いまちづくりに取り組む中で労働人口の増加に向けた検討を進めていきたい。

・各事業はそれぞれ検討段階または施工段階にあることから、資源投入した結
果としての成果、社会的効果などの観点からの目標設定は難しいと考えるが、
今後も事業内容と進捗状況を明確にし、市民にわかりやすい指標の設定に努め
たい。

事業の精査を行い減
額を行った。

事業の精査を行い、必
要な検討項目を追加し
たため。

【橋本】まちづくりの考え方・方向性の検討

【広域交流】広域交流拠点の将来像及び基本計画策
定に関する検討

【橋本】前年度調査を踏まえたまちづくりの検討

【橋本】前年度調査を踏まえたまちづくりの検討

【橋本】まちづくりの考え方・方向性の検討



改善工程表 施策４４ 魅力ある景観の保全と創造（所管局・区：都市建設局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度

事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベー

ス】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策４４

3,890
景観資源指定
重点地区協議会設
置

事前調査 課題整理 担当者会議

＋54% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり

2,560

重点地区、景観重
要建造物・樹木の指
定
接道緑化延長距離

説明会開催
関係機関協議

庁内会議
審議会開催
景観資源指定

事前調査 課題整理

－34% 実施状況 予定どおり

5,360

重点地区、景観重
要建造物・樹木の指
定
接道緑化延長距離

担当者会議
説明会開催
関係機関協議

庁内会議
審議会開催
景観資源指定

事前調査

＋109.4 実施状況

―
より分かりやすい指
標・目標の設定

次年度の指
標・目標の検
討

― 実施状況 予定どおり

―
より分かりやすい指
標・目標の設定

指標・目標の
設定

― ― ―

― 実施状況 予定どおり

― ― ― ― ― ―

― 実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

44-1

44-2

都市デザイン推進事業

①景観形成重点地区、景観重要
建造物等の景観資源　２か所指定
②開発に伴う接道緑化の延長距
離　６００メートル

屋外広告物適正化推進事業

屋外広告物の新規許可申請率
平成２２年度比１０％アップ（概ね２
００件）

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総
合調整と組織の横断的な連携強
化に努められたい。

・現在、都市デザイン推進事業においては、景観に関係する部署による景観
検討部会を設置し、庁内での横断的な検討を実施し、また、屋外広告物適正
化推進事業においては、道路管理者や交通管理者などと連携した取り組みを
進めている。今後もこのような部局内・部局間に留まらない横断的な取り組み
を推進していきたい。合わせて、具体的な景観形成への取り組みを進めるた
め、市民による検討組織との連携強化に努めたい。

25

23

25

24

23

多様な主体と連携す
ることにより、より総
合的なまちづくりの推
進につながると考え
られる。

24

局運営方針策定時に、より分かり
やすい指標・目標を設定した。

建議書における意見を受け、分か
りやすい指標・目標の検討を行っ
た。

地域での説明会等を
重ねることにより、景
観形成の推進に対す
る市民の理解が得ら
れると考えられる。

44-1

都市デザイン推進事業

①景観形成重点地区、景観重要
建造物等の景観資源　２か所指定

②開発に伴う接道緑化の延長距
離　６００メートル

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

・平成２２年度は計画の初動期のため、景観審議会・景観検討部会の設置、
景観形成重点地区等の指定に向け協議会の設置などの体制整備に係る取り
組みを指標・目標とした。
　平成２４年度の評価時からは、景観形成重点地区の指定件数、接道緑化の
延長距離、景観資源の指定件数などの数値を指標・目標に盛り込み、市民に
わかりやすい指標・目標の設定を行うよう努めたい。

分かりやすい指標・
目標の設定により、
景観形成に対する市
民の理解が得られる
と考えられる。

24

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

魅力ある景観の保全と創造（所管局・区：都市建設局）

景観資源指定は、目標達成には至
らなかったが、達成に向け、担当者
会議などを手続きを着実に進め
た。

事業実施の達成に向け、説明会開
催や関係機関協議などを着実に手
続きを進めている。

公共施設ｻｲﾝ整備指
針の改正に係る事務
作業委託費

23
都市デザイン推進事業は、現状
維持という姿勢ではなく、住民が
誇れる街並みとするため積極的
な事業展開を検討されたい。

　市街地の景観形成についての
指標である８１の評価がBであり、
都市デザイン推進事業に対して
は積極的な取組が望まれる。

・より積極的な景観形成を図る地区については、景観形成重点地区の指定な
どに向け、区役所、まちづくりセンター、地区での説明会や勉強会などを重ね
ている。今後、地区独自のきめ細かなルールの検討や地権者の合意形成な
ど行い、取り組みを進めていく。
　また、さらに良好な景観を形成している地区等については、市民に対し積極
的に啓発活動を実施したい。

スケジュール（工程）

都市デザイン推進事業

①景観形成重点地区、景観重要
建造物等の景観資源　２か所指定

②開発に伴う接道緑化の延長距
離　６００メートル

44-1

25
景観重要建造物等の
標識設置

上記事務作業委託費
の減

「対応方針作成時に改善済」

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業



改善工程表 施策４８ 皆で担うまちづくりの推進（所管局・区：企画市民局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策４８

実施状況

実施状況

実施状況

0 条例の制定
検討委員会か
ら条例案提案

庁議等
パブリックコメ
ント実施

条例制定

皆減 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

1,612
審議会の設置、基本
計画の検討

準備 審議会の設置 基本計画検討 基本計画検討

皆増 実施状況 予定どおり

ー 基本計画の策定 基本計画検討 基本計画検討
パブリックコメ
ント実施

基本計画策定

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

910（協働事業）
172（NPO）
17.6%（協）

皆増（NPO） 実施状況

870（協働事業）
63（NPO）
-4%（協）

-67.0% 実施状況

ー

実施状況

0 協働の意識啓発

新規採用職員
研修における
協働の意識啓
発

職員の階層研
修における協
働の意識啓発

皆減 実施状況 予定どおり 予定どおり 実施事項なし 実施事項なし

1,612 協働の意識啓発

新規採用職員
研修における
協働の意識啓
発

職員の階層研
修における協
働の意識啓発

全増 実施状況 予定どおり 予定どおり 実施事項なし 実施事項なし

ー 協働の意識啓発

実施状況

スケジュール（工程）

24

25

23

48-3

「市民協働推進事業（市民活動推
進事業）」
【H24指標・目標】
・職員研修等での協働意識の啓発

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総合
調整と組織の横断的な連携強化
に努められたい。

・「協働事業提案制度」において、市民・行政双方から協働可能な事業につい
て提案を受け、課題整理を行い、事業化に向けた調整等を行うことで、「協働」
をテーマに組織を越えた連携を図っている。
　今後、（仮称）市民協働推進条例を制定し、周知していくなかで、協働の概念
を行政職員にも理解してもらい、更に連携を図るよう努めていく。

25

「対応方針作成時に実施済み」

市民に分かりやすい
指標や新たな目標を
設置することで、市民
活動や地域活動につ
いての理解につな
げ、より活発に活動で
きることが期待され
る。

23

報償費の減少（協）
事務移譲に関わる初
期費用減少（NPO）

24

報償費の増加（協）
事務の移譲（NPO）

24

検討委員会からの提
案を成案化する、庁内
的作業を行っていたた
め。

25

24

25

「対応方針作成時に実施済み」

48-3

「市民協働推進事業（市民活動推
進事業）」
【H24指標・目標】
・相模原市市民協働推進審議会の
設置
・市民協働推進基本計画の検討

総合評価には、（仮称）市民協働
推進条例制定について取り組ん
でいることを記載されたい。

・協働の理念や目的、市民及び市の役割や基本施策を定め、皆で担う地域社
会を実現することを目的として同条例の制定に取り組んでおり、平成23年12月
から平成24年1月までパブリックコメントを行なっている。パブリックコメントの結
果等も踏まえて、次回の評価において記載する。

条例を総合評価の中
に記載する事で、市
が施策に対して取り
組む姿勢がより明確
になる。

23

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

皆で担うまちづくりの推進（所管局・区：企画市民局）

事業全
般

成果指標と施策を構成する主な
事務事業を関連付けた分析をさ
れたい。

・現在の成果指標である地域活性化事業交付金の交付件数やＮＰＯ法人の認
証数等から、地域活動や市民活動が活発に活動されていることが推測される
が、次回はより掘り下げた分析を行なう。

成果指標と施策を構
成する主な事務事業
を関連付け、より掘り
下げた分析を行なう
ことで、地域団体や市
民活動団体がどのよ
うに活動しているの
か、市民に分かりや
すくなる。

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

23

事業全
般

成果指標については、次回設定を
行う際には、施策目標を達成する
ために効果のある指標を設定され
たい。

・現在、指標に適している客観的なデータを保有しておらず、新たな設定を行う
ことは困難である。今後、NPO法の改正に伴う認定事務の移譲や、市民・大学
交流センターの整備等の事業を新たに進めていくことから、データの蓄積に努
め、目標を達成するために効果的な指標を設定してく。
　このため、当面は施策を構成する主な事務事業の取組み結果と関連付けた
分析を行うことで補完していきたい。

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

相模原市市民協働推
進審議会を設置する
ため。

「対応方針作成時に実施済み」

25

・平成２２年度はアンケート調査の初年度だったため、基準年となる平成２０年
度のみと比較して評価を出す事となった。翌年度以降は複数年度との比較対
照が可能なため、年度間の変動値も含めて評価していきたい。

複数年度の比較を行
う事で、より深く分析
することができる。

23

23

24

新たな指標を設定す
ることで、施策目標で
ある、地域団体及び
市民活動団体が活発
に活動できていること
が複数の視点で判断
できる。

24

25

「市民協働推進事業（協働事業提
案制度）」
【H24指標・目標】
成案化率5割

「NPO法人の設立認証等に向けた
支援」
【H24指標・目標】
・NPO法人への寄附による税額控
除に関する条例の制定
・新規設立認証10件

48-2

48-6

「対応方針作成時に実施済み」

事業全
般

指標８７及び指標８８については、
単年度での評価が困難であること
から、複数年度の結果をみて評価
することが妥当と考える。

予定通り実施した。

市民協働推進条例について、GW掲
示板を利用して職員に周知した。今
後研修以外にも事業実施時等の
様々な機会を捉えて周知し、協働の
概念の啓発に努めたい。

「対応方針作成時に実施済み」

事業を実施した成果が市民にとって分かりやすいものとなるよう、「平成２３年
度指標・目標」を次のとおり改める。
･パートナーシップ推進事業（協働事業提案制度）
（変更前）協働事業提案制度のさらなる周知
（変更後）周知を行った結果、どこまで市民に認識されたか等を測る客観的な
データが無いため、平成２２年度の実績に鑑み、「成案化率を５割」として設定
する。
・ＮＰＯ設立認証等に向けた支援
  →ＮＰＯ法人の設立を希望する市民に対し、書類の書き方等の相談に乗り、
審査することが主な事務であることから、現行の認証件数が最も分かりやすい
指標であると考えている。今後、新たに認定事務が移譲される中で、よりふさ
わしい指標の設定の変更を検討する。

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

検討委員会からの提
案を成案化する、庁内
的作業を行っていたた
め。

協働の概念を市職員
にも理解していただく
ことで、部局間の垣根
を越えて連携を強化
していく。

相模原市市民協働推
進審議会を設置する
ため。



改善工程表 施策４９ 行政サービス提供体制の充実（所管局・区：企画市民局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策４９

0

区役所のあり方（事
務や区長権限等）に
係る課題の抽出及
び解決策を検討

課題抽出 課題抽出 解決策の検討 解決策の検討

実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

0
区役所の組織・事
務、権限の強化策等
を検討、実施

強化策等の検
討

検討及び実施

実施状況 予定どおり

0
区役所の組織・事
務、権限の強化策等
を実施

強化策等の実
施

実施状況

1,065 広域発行事業の実施 事業の実施

7.1% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

1,065
広域発行事業の実施
コンビニ交付の検討

事業の実施
交付の検討

0.0% 実施状況 予定どおり

広域発行事業の実施
コンビニ交付の検討

事業の実施
交付の検討

実施状況

0
設置についての庁内
決定（場所、箇所
数、時期）

課題整理

設置について
の庁内決定
（場所、箇所
数、時期）

設置内容の周
知

相模大野施設
の基本・実施
設計

0.0% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり 予定どおり

130,816
施設整備、開設準備
及び開設

開設準備
（運営体制の
検討）

開設準備
（運営体制の
決定）

開設準備
（移譲事務に
関する最終決
定）

相模大野施設
開設
橋本施設整備

皆増 実施状況 予定どおり

橋本施設開設

実施状況

94,870
（履歴分析シス
テム導入経費：
4,280千円含む）

・コールセンター及び
履歴分析システム導入
の企画競争実施
・広報委員会の開催

コールセン
ター委託契約

広報委員会の
開催

・履歴分析シス
テム契約・導入
・広報委員会の
開催

-2.0% 実施状況 実施事項なし 予定どおり 予定どおり 予定どおり

91,600

・履歴分析の実施
・庁内への改善の周
知及び進行管理の
仕組みの検討

・履歴分析

・改善の周知
及び進行管理
の検討（庁議
等）

-3.4% 実施状況 予定どおり

91,600

・履歴分析の実施
・改善状況の進行管理
の実施
・市民向け公表方法の
検討

・履歴分析

・進行管理
・公表方法の
検討

・公表開始

0.0% 実施状況

・履歴分析システム
の導入により、市民
の声を数値で捉える
ことによる「見える化」
が可能となり、より分
かりやすい形で庁内
にフィードバックし改
善を一層促進する。

・旅券窓口の設置を
想定している区役所
の区民課、総務課と
随時打合せを実施
し、開設後の事業運
営を意識した準備を
進めることができる。
（事業費、スケジュー
ル、評価については、
３段目の項目に記載
のとおり）

23

25

コールセンター委託が
年度途中（H23.10～）
に別会社との契約に
移行したため（企画競
争による）

履歴分析システムが
保守経費のみになっ
たため

予定どおり実施した。
＊履歴分析システム・・コールセンターに寄せ
られる年間10万件に及ぶ市民の皆様からのお
問い合わせ内容を1文単位に区切って集約等
を行い、前後の文の関連性から「何がわからな
いのか？」、「何を求めているのか？」等を分析
するためのシステム。

予定どおり実施した。

24

25

49-3

49-6

「コールセンター運営事業」

【H24指標・目標】
放棄呼率を10％以下とする。

「一般旅券の申請受理・交付等
サービス事業」

【Ｈ24指標・目標】
・神奈川県より事務移譲を受ける。
・旅券窓口及び連絡所の整備を進
め、開設する。

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総合
調整と組織の横断的な連携強化
に努められたい。

・今年度、コールセンターの応対履歴を分析するソフトの導入を図り、その分析
結果を全庁的に業務改善につなげるための仕組みについて検討している。
　また、部局内・部局間の横断的な調整を行うため、庁内に「広報委員会」を設
置し、現在、広報活動の指針となるハンドブックの作成を検討している。今後、
市民意見の施策への反映方法（スキーム）についても、このハンドブックを作成
する中で、具体的に検討していく。

・一般旅券の申請受理・交付等サービス事業の運営については、区役所などと
連携を図りながら、進めていきたい。

24

相模大野駅周辺に設置予定の施設
について、基本・実施設計を実施し
た。

24

区役所等を含めた関係各課・機関と
連携し、運営体制の検討などの開
設準備を進めた。49-6

「一般旅券の申請受理・交付等
サービス事業」

【Ｈ24指標・目標】
・神奈川県より事務移譲を受ける。
・旅券窓口及び連絡所の整備を進
め、開設する。

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

・事業を実施した結果が市民にわかりやすいものとなるよう、平成２３年度の
「指標・目標」を次のとおり改める。
○一般旅券の申請受理・交付等サービス事業
（変更前）
①事務移譲に伴う課題を整理する
②旅券窓口の開設準備を進める
（変更後）
①事務移譲に伴う課題を整理する。
②旅券窓口の開設準備を進める。
③相模大野駅周辺に設置予定の旅券窓口について、平成２３年度中に基本・
実施設計を行う。

具体的な事象を盛込
むことにより、市民に
もわかりやすいものと
なり、達成度合も把握
しやすいものとするこ
とができる。

23

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

住民基本台帳ネットワークシステム
やマイナンバー制度について、国の
検討状況などの情報収集を行った。

49-5住民票等広域発行サービス事業
サービスの充実を行う際には、費
用対効果を分析した上で、適切な
事業の推進を図られたい。

・住民票等コンビニ交付サービスについては、その展開状況や国における「社
会保障と税に関わる番号制度」の方向性や本市における証明書自動交付機の
利用実態を考慮しながら検討していきたい。

・住民票等広域発行サービスを含め、窓口サービス全体のあり方やそれに要
するコストとその効果とのバランスを見極めながら検討していきたい。

コンビニ交付について検討を行っている
が、マイナンバー制度の動向が不透明
なため、進まない状況にある。制度の詳
細が明らかになり次第、サービス充実に
向けた事業の計画・準備を進めたい。

広域発行件数の増加 現在の広域発行
サービスでは人手を
要するが、人手がか
かからないコンビニ交
付では機械の調達・
維持費が必要にな
る。
これらの費用対効果
の分析を積み上げて
いくことにより、効果
の高い事業とすること
ができる。

23

25

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

行政サービス提供体制の充実（所管局・区：企画市民局）

事業
全般

区役所のあり方等検討ワーキング
において、区役所に移譲すべき事
務や区長権限の強化策等について
検討を行った。

区役所のあり方等検討ワーキング
の結果を踏まえ、関係課長打合せ
や区長会議等で検討を行った。

施策の目標達成のために、今後、
区役所の持つ適正な規模や権限
のあり方について検討されたい。

・区役所のあり方等検討ワーキングにおいて、区役所の規模や機能等のあり
方について、課題整理や検討を行っており、可能なものから実現化を図りた
い。

施策Ｎｏ.
改善によって
見込まれる効果

建議書における
総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

施策を構成する事業

地域に身近な課題の
解決や市民要望への
迅速な対応、市民に
身近な窓口サービス
の充実を図ることによ
り、市民サービスのよ
り一層の向上が可能
となる。

施設整備費、開設経
費の計上

25

スケジュール（工程）

－

23

24



改善工程表 施策５０ 市民と行政のコミュニケーションの充実（所管局・区：総務局）

事業
Ｎｏ

事業名及び指標・目標 年度
事業費（千円）
対前年度比（％）
【当初予算ベース】

事業費の
増減要因

年次計画 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施策５０

2,052
施策の反映に
向けた課題の
検討

-16.9% 実施状況 実施事項なし 実施事項なし 実施事項なし 予定どおり

2,108

システムの仕様検討
およびハンドブックを
作成し、広聴指針の
共有化を図る

システムの仕
様検討

システムの仕
様検討
予算化

システムの仕
様検討
ハンドブックの
作成

システムの仕
様検討
ハンドブックの
作成

2.7% 実施状況 予定どおり

市民の声システムの
構築及び施策反映
のための追跡調査を
行う

市政アドバイ
ザーの任用
システム業者
選定

施策反映状況
の追跡調査
システムの構
築

施策反映状況
の追跡調査
システムの構
築

施策反映状況
のＨＰ公表
システムのテ
スト稼働

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

0

広報活動に関
するマニュア
ルの統合を計
画

ハンドブック原
案作成
広報委員会で
意見交換実施

広報委員会で
の意見を反映
しハンドブック
原案校正

0.0% 実施状況 予定どおり 予定どおり 予定どおり

158
広報活動に関する
研修等の実施

広報委員会開
催
所属長への研
修の実施

広報委員会開
催

79.0% 実施状況 予定どおり

0
広報活動に関する
研修等の実施

広報委員会開
催
所属長への研
修の実施

広報委員会開
催

0.0% 実施状況

改善によって
見込まれる効果

意見に対する市の対応方針（改善内容）
（※平成２３年度に公表済み）

23

24
世論調査委託料の増

額

25

25

施策Ｎｏ.
建議書における

総合計画審議会からの意見
（※平成２３年度公表済み）

施策を構成する事業

「広聴事業」

【H24指標・目標】
市民意見をより市政に反映するた
め、システムの構築と広聴体制づく
りを具体的に検討する。

・広報については、広く報じること、広く聴くことが並行して行われることで、本来
の機能を果たすという視点に立ち、市民意見の施策への反映方法（スキーム）
についても、広報活動の指針となるハンドブックを作成する中で、具体的に検
討していく。

各課における市民意
見の施策への反映の
認識度が高まり、市
民への迅速な対応
や、業務の改善が行
われ、その結果を市
民に公表することに
よって、市民満足度
が上がる。

　市民が市に対して意見を言える
機会や手段については一定の確
保がなされているが、市民からの
意見の施策への反映方法につい
て具体的に記載されたい。

総合計画審議会の意見

（※左記自己評価に対する評価
等）

市民と行政のコミュニケーションの充実（所管局・区：総務局）

50-1

施策の反映に向けた課題の検討を
行い、システムの導入に向けた準
備や、施策反映のスキームなどに
ついて検討を行い、次年度以降の
事業進行の準備を行うことができ
た。

システムの導入について、仕様の
詳細について検討を進めており、順
調に準備が進行している。

まちづくり懇談会経費
を市民協働推進課に
移管したため。

予定どおり実施した。

50-2

「広報事業」

【H24指標・目標】
広報紙等紙媒体による情報発信を
図りつつ、市ホームページなどウェ
ブサイトへの誘導を積極的に図り、
本市への総アクセス件数を月平均
250万件以上とする。

部局内・部局間の縦割り行政から
脱却し、市民の立場に立った総合
調整と組織の横断的な連携強化
に努められたい。

・部局内・部局間の横断的な調整を行うため、庁内に「広報委員会」を設置して
いる。現在、広報活動の指針となるハンドブックの作成を検討しており、今後、
これに基づき、市民ニーズを的確に捉え、より迅速で効果的な情報提供に努め
ていく。

50-1

50-2

50-3

50-4

「広聴事業」

【H24指標・目標】
市民意見をより市政に反映するた
め、システムの構築と広聴体制づく
りを具体的に検討する。

「広報事業」

【H24指標・目標】
広報紙等紙媒体による情報発信を
図りつつ、市ホームページなどウェ
ブサイトへの誘導を積極的に図り、
本市への総アクセス件数を月平均
250万件以上とする。

「さがみはらの魅力発信事業」

【H24指標・目標】
メディア、情報発信ツール等を活用
した本市の魅力発信伝達人数を3
億人とする。

「公文書館機能の構築」

【H24指標・目標】
条例制定に当たり審議会において
調査審議を行うとともに、歴史的公
文書の選別及び保存、公開場所及
び体制の検討を行う。

施策を構成する主な事務事業に
ついて、市民にわかりやすい指
標・目標の設定がされていない。
資源投入した結果としての成果、
社会的効果などの観点から目標
設定をされたい。

・事業を実施した結果が市民にわかりやすいものとなるよう、平成２３年度の
「指標・目標」を次のとおり改める。
○広聴事業
（変更前）施策への反映方法の検討を行う。
（変更後）市民意見を具体的に施策へ反映したことによる成果（割合）を指標と
する。

○広報事業
（変更前）広報紙編集業務の民間委託を導入する。インターネットを活用した情
報発信に取り組む。
（変更後）メディアを活用して、市政情報を効果的に発信し、それらが広くメディ
アに取り上げられ、報じられることによる成果(割合）を指標とする。

○さがみはらの魅力発信事業
（変更前）新たなブランド戦略会議を設置し、戦略的にシティセールスに取り組
む。
（変更後）メディアを活用して、市政情報を効果的に発信し、それらが広くメディ
アに取り上げられ、報じられることによる成果(割合）を指標とする。

○公文書館機能の構築
（変更前）公文書管理に関する条例の制定内容について検討を行う。
(変更後)
①公文書の適正管理と歴史的公文書の保存及び利用を図る仕組みなど、公
文書管理に関する条例内容の検討を行う。
②歴史的公文書の保存及び選別を行う。

スケジュール（工程）

25

24年度に引き続き、研修を実施予
定。

ハンドブックの印刷製
本費の増

所管局による
自己評価

（平成24年6月30日現在）
（※改善工程表の事後評価）

23

23

24

○広聴事業
各課における市民意
見の施策への反映の
認識度が高まり、市
民への迅速な対応
や、業務の改善が行
われ、その結果を市
民に公表することに
よって、市民満足度
が上がる。

○広報事業
市政情報を効果的に
発信するとともに、報
道機関等に積極的に
情報提供を行うことに
より、メディアへの掲
載率が向上し、結果
として市民にわかりや
すい情報提供につな
がる。

24

ハンドブックを全所属に配布した。

広報活動に関する研修として、所属
長に対しハンドブックをもとに5月に
研修を実施した。

　広報活動の指針と
なるパブリシティ・ハ
ンドブックを全所属に
配布し、所属長等を
対象に研修を行うとと
もに、各所属におい
ては職員へ周知す
る。また、庁内各局・
区等の職員で構成す
る広報委員会を開催
し、情報収集と情報
共有に努める。
　このことにより、総
合調整と横断的な連
携強化が図られ、迅
速かつ効果的な情報
提供を行うことができ
る。

対応方針作成時に改善済み


